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まえがき 

 
 平成 27 年度土木学会関西支部共同研究グループ「都市直下地震における耐震問題に関する研究」が

認められ，活動を始めてから今年度で 2 年がたちました．本共同研究グループの結成の動機は，1995

年の兵庫県南部地震での土木・建築施設の未曾有の大被害がベースにあります．2011 年 4 月に“内陸直

下地震における耐震問題研究会（代表・櫻井春輔神戸大学名誉教授）を立ち上げ，2013 年 10 月から神

戸大学都市安全研究センターの支援を受けて研究会として活動を続けて参りました． 

兵庫県南部地震では，地震直後に阪神間の多くの住民はもとより耐震構造の専門家も激しい衝撃的

な上下動を受けたとは認識していましたが，2，3 ヶ月後に地震計の記録が発表されてからは専門家の

認識は薄らぎ，結局，上下動が構造物に損傷を与える影響は少ないと結論づけられました．そのため，

後に改正された耐震設計法では上下動の影響は全く反映されていません．その後，新潟県中越地震そ

して昨年 4 月の熊本地震は，阪神・淡路大地震と共通する直下地震特有の大被害をもたらしました． 

 ”直下地震での上下動の影響は本当に無いのだろうか？”本研究グループは地震計の記録(通常，30Hz

のローパスフィルターを通している)では捉え難い高周波の地震疎密波による影響に着目しています．

高周波の地震疎密波の影響は，古くから知られている海震現象や岩石・墓石などの飛び跳ね現象と共

通しており，現在でも未解決な多くの問題を残しています． 

本報告書は平成 27，28 年度の 2 年間の研究成果を取りまとめたものです．ご高覧頂きご意見を賜り，

今後の耐震工学の研究の発展に少しでも寄与できれば望外の幸せとするところです． 
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１．兵庫県南部地震の余震の地震波形記録－衝撃的上下動の存在－ 

 
1.1 はじめに 

1995 年 1 月 17 日未明に発生した兵庫県南部地震において阪神・淡路地域の建物などの構造物の多く

が壊滅的な被害を受けた．その構造物の破壊のメカニズムはそれまでの地震における破壊とは異なり

衝撃的な上下動に起因するものが多いように思われた. そして地震直後に現地視察した土木・建築の耐

震工学の専門家の多くのが「これからは上下動による構造物の衝撃的破壊の研究が必要」とコメント

していた. しかしその後，徐々に地震波形が公表されるにつれて衝撃的な上下動は存在しなかったとす

る意見が大半となり, その後上下動の存在はまったく否定されることとなった. しかし, 兵庫県南部地

震の波形記録はフィルターによって高周波がカットされているので高周波の波形が記録されていない

可能がある. そこで高周波成分の測定可能な加速度計（サーボ型加速度計:DC-100Hz）を用いて, 本震

直後の 2 月 3 日から 2 年間にわたり余震の震動測定を行った. その結果について, ここに簡単に報告す

る． 

1.2  余震の震動測定 

測定位置は神戸大学都市安全研究センターの地表面下約 10 m にある土砂搬出用のトンネル内と, そ

の地表にある実験棟の 1 階に定めた. 地質は部分的に風化作用を受け一部マサ化している花崗閃緑岩

からなる. 収集できた震動記録をその震源の位置,震源深さ,及びマグニチュードを図―1.1 及び表―1.1

に示す． 

 
図―1.1 兵庫県南部地震の余震の震央位置と震動測定の位置関係 

 

 

表－1.1 余震の発生日時，場所，震源深さ，マグニチュード(M) 
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1.3 測定結果 

表―1.1 から明らかなように兵庫県南部地震の余震は,主として兵庫県南東部を震源とする 3-5 gal 程

度の地震であった. 測定位置から最も遠い淡路島の震央位置②(測定位置から約４7 km)と, 測定位置の

直下に近い震央位置③(測定位置から約 2.5 km）と震央位置⑦(測定位置から約 1.8 km)の, それぞれを震

源とする地震波に対して得られた加速度波形と加速度応答スペクトルを, 一例として図―1.2 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 結果の考察 

図―1.2 に示す加速度波形から明らかなように, 震源が最も遠い淡路島の震央位置②の地震に対する

加速度波形は水平動(NS 成分)が最も大きく, 上下動は最も小さい. また，卓越周期も 0.25 秒程度であ

り, 振動数は約 4 Hz 程度である. すなわち震央から４7ｋｍ 離れた位置では, 通常の地震の加速度波

形と同様であることが分かる. 一方,震源が測定点のほぼ直下にある震央位置③及び⑦では上下動が最

大であり, 卓越周期も③は 0.1 秒, ⑦は上下動については 0.05-0.15 秒の間がほぼ同程度の加速度応答を

示している. いま, 卓越周期を 0.05 秒とすれば振動数は約 20 Hz となる. なお，図に示す加速度応答ス

ペクトルは卓越周期が 0.05 秒以下のデータが記録されていない.（サンプリング周波数の関係と考えら

れる.） 従って, 20 Hz よりさらに高い周波数の上下動が存在した可能性は否定できない. これは, 余震

時に振動と同時に「ドーン」と言う音が聞こえたことを考えると 20 Hz 以上の高周波が存在したこと

は容易に想像がつく. さらに, 震源が直下にある場合, 振動と同時に音が聞こえることは, 地震波が P

波(粗密波）であることを意味している. 因みに人間の可聴音域は 20 Hz 以上であり,それより低い振動

は聞こえない.）なお, 震源が直下にある場合の振動と音は, 直下で行われるトンネル掘削時の発破によ

って発生する振動と音（振動と同時に音が聞こえる）と酷似している. 震源が測定点のほぼ直下にある

震央位置③及び⑦においては, 初動として衝撃的な上下動が測定位置に到達し, それによってトリガ

図―1.2  加速度波形と加速度応答スペクトル 
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ーが作動して記録が取られている. なお，詳細なデータは省略するが, 測定位置のほぼ直下に震源があ

る場合の震央位置①④⑤⑨の場合も, 震央位置③及び⑦とほぼ同様の加速度波形が記録されている. 

これらの震央位置は図―1.1 から明らかなように, 全て震央が測定位置から 10 km 以内にある場合であ

る. それ以上離れている震央位置⑩(測定位置から約 15 km)では，初動は上下動が明らかに大きいが, 主

動では水平動が上下動より若干大きくなっている. これはＳ波による振動が，Ｐ波による上下動より大

きくなっていることを意味するものと考えられる. そして, 更に遠い震央位置②の地震については通

常の地震波形となっている. 

 

1.5 結論 

上に述べた考察の結果から明らかなように, 震央が測定位置から 10 km以内の地震においては, 初動

に衝撃的な大きな上下動が存在し, 特にほぼ直下に近い震源を持つ地震に対しては高周波の強烈な衝

撃的上下動が記録されている. しかし, 震央が測定位置から約 15 km 離れた震央位置⑩の地震は, 初動

の上下動は水平動より大きいが，主動では水平動が大きくなる. 一方, 測定位置から約 47 km 離れた淡

路島を震源とする地震では通常の地震波形となり, 初動及び主動共に水平動が大きくなる. そして高

周波成分は小さい. 要するに震央距離 10 km 以内の地震においては衝撃的な上下動が存在するが, 震

央位置⑩(測定位置から約 15 km)の地震については水平動が上下動より大きくなっている. そして, 震

央距離が約 47 km（震央位置②）の地震では初動, 主動ともに水平動が卓越し,上下動の最大加速度は水

平動の約 1/2 程度となる. すなわち, 震央が遠くにある一般的な地震の加速度波形と同様になることが

分かる. これは, 衝撃的な短周期の波動は減衰が早く, 震源から遠くに伝播する間に減衰してしまい,

減衰の少ない周期の長いＳ波が遠くまで伝播することによると考えられる. なお, 地表面下 10 m と地

表との最大加速度応答倍率は水平動で２～３倍，上下動では初動付近において 2 倍程度であった. 

今回, 計測を行った兵庫県南部地震の余震においては, 上下動の加速度の最大値は初動付近に生じ, 

立ち上がり時における１サイクルの周波数は少なくとも 20 Hz が記録されている. さらにサンプリン

グ周波数の関係で記録が得られなかったが, それ以上の高周波が存在した可能性は否定できない. な

お, 余震時には, 発破のように振動と同時に音が聞こえたことから, 震動（Ｐ波）は最低でも可聴域周

波数の 20 Hz 以上はあったと考えられる. しかし,これらの結論は余震に対して得たものであり, 本震

では異なる波動特性が存在したかも知れないとの指摘もある． 
 

謝辞：ここに示したデータは神戸大学工学部建設学科櫻井研究室と（株）フジタ技術研究所が実施した共同研究

によって取得したものであり, ２年間にわたり計測を担当頂いたフジタ技術研究所の斉藤悦郎氏にこの場をお借

りして心からお礼を申しあげます. 

（文責 櫻井春輔） 
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2. 被災事例と海震および証言に基づく鉛直地震動 

 

2.1 はじめに 

 構造物等を損壊さす衝撃的な鉛直地震動については，その地震波が地震計で正確にまだ観測されて

いないので，その特徴を把握するには構造物等の被災状況はもとより海震の事例や体験証言等の内容

を丁寧に調べることになる．平成 27，28 年度の共同研究グループの活動として土木学会関西支部から

承認される前に，任意の研究グループ（代表：櫻井春輔神戸大学名誉教授，2011.4 発足）の活動を始

めた．活動成果の一部は 2012 年(平成 24 年)から土木学会関西支部と近畿地方整備局（関西）の研究発

表会等 1-3)で，2013 年から安全工学シンポジウム（東京）でも毎年発表 4-6)しており．翌年には土木学

会全国大会でも発表した 7-10)． 

兵庫県南部地震での橋脚の被災状況と海震や陸上の被災者の体験証言から，構造物を損壊さす衝撃

的な鉛直地震波には，地震の発生初期から主震動の最中に起きる波と，主震動より後に到達する波の 2

種類があることがわかった．後者の波は局在波的だが強烈な破壊力を持つ特徴があり，従来の地震波

の概念にはない新しい波の発見ともいえる．しかしその出現と形態的な特性から正確には把握（観測）

しにくい波であることもわかった． 

平成 27 年度には前述の関西で二ヶ所，東京で一ヶ所の発表 11-13)をしていることに加えて，日本地震

学会秋季大会 2015・阪神淡路大震災 20 周年記念大会（神戸）において関連する３題の発表 14-16)を行い，

衝撃的鉛直地震動の現象に関する関心を高めることができた． 

平成 28 年 4 月中旬に熊本地震が起き，衝撃的な鉛直地震動によると思われる特徴的な破壊事例 17)

や現象がいくつか見られたが，その現象に留意した報道や報告はされなかった 18)．こうした現状に対

し，この問題の地震波の特徴を従来の波と区別することと，その認識を深めてもらうために“後発鉛直

キラーパルス”と便宜的に呼ぶことにした．そして地震計で観測するには地震(短期)予知の実用化が必

要になることから，破壊事例や現象の特徴を発表 19,20)してきた内容を少し変えて，地震予知の話題を

近畿地方整備局の研究発表会と日本地震学会秋季大会 2016（名古屋）で発表した 21,22)． 

 破壊力を持つ衝撃的な鉛直地震動の現象に関連して，近畿地方整備局等では５年に亘り，日本地震

学会秋季大会では２年に亘り発表してきた内容が，徐々に関係者に知られてきている．たとえば日本

地震学会と災害情報学会とで共同の勉強会 23)が開かれており，文部科学省の地震調査推進本部では地

震研究の５ヶ年の基本計画に対して，その評価を含むアンケート調査 24)が事業年度の半ばの昨年末か

ら今年の初めにかけて行われている．こうした動きは破壊力を持つ衝撃的な鉛直地震動の存在が認知

されようとしている事を示唆している． 

このようにこの共同研究グループの活動の成果の一端は，地震学会の関係者だけでなく，今後その

影響は他の関連分野にも広がっていくことが予想される．そこで本章では衝撃的な鉛直地震動の現象

に関して，この 2 年間に発表した論文 11-16,19-22)を中心にその要点を整理すると共に，現時点での資料的

な意味を補強して纏める．なお，紙面等の都合で割愛した証言や重要な資料等の一部は本章末尾の補

足資料に編集し，その他は巻末に関連した発表論文として纏めていますのでご参照ください． 

 

2.2 海震に関する資料等からわかったこと 

2.2.1 海震の年表と現在の問題点 

 破壊力を持つ衝撃的鉛直地震動はその波形が地震計でこれまで正確に観測されていないため，また

高周波の地震波は距離により減衰しやすいので，陸の地震関係者の間では阪神淡路大震災(1995)までは

構造物を破壊する衝撃的鉛直地震動の現象はないと考えられてきた．阪神淡路大震災では破壊された

構造物の中に，衝撃的な鉛直地震動によると思われる破壊形態を示す例が多くみられたが，それらは

例外的な破壊として近年まで顧みられることが少なかった．ところが海上で地震に遭遇すると海震と

いわれるのだが，海震の事例を調べている時に，船舶工学の専門家から“海震で船舶が損壊するときの

地震波は疎密波だということは常識である．”と指摘された． 

 これは衝撃的鉛直地震動の現象に対する陸上の関係者と船舶工学者とで，認識に違いがあることを

端的に表す言葉なので，近畿地方整備局で発表した５ヶ年に亘る論文2,5,8,12,21)では，海震の話題を毎回

扱いこの言葉を紹介した．しかし今一つ印象に残り難いきらいがあった．また地震学会での発表の短

い時間では，構造物の特徴的な破壊形態の説明より，海震の事例を説明する方が遥かに効果的なこと

がわかり，この点を補強する意味で「海震の年表と現在の問題点」の資料を纏めた．この資料の長所

は海震の事例を年表的にわかりやすく纏めた事の他に，以下に示す要点を記載している事にある． 

（ 震度階級表(ルドルフとジーベルグの 2 種類)と「海震の年表と現在の問題点」を補足資料に収録する．） 
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(1) この年表の元の文献「気象」(1978)の佐藤孫七氏の記事には次の重要な事柄が書いてある 25)． 

・著者の知る範囲で嘉永・安政の頃から当時迄の約 120 年間に海震の記録は 150 件もある． 

・ルドルフの震度階級表(1898)には実例が添付されており，‘船体破壊強震動’階級 10 に該当するもの

が 222 回の中 7 回の記録があったことは注目すべきと思う． 

・海震を受けた場合は，直ちに損傷の有無を十分に調査する必要がある．船体で感じる震動は，弾性

波（疎密波）による上下動が主であり，これに直角に対する船底部が最も強く衝撃を受ける．この

伝播振動で船底の取り付け部や，比較的弱い組み立ての各計器，特に大切な操舵機，スイッチの接

続部などは詳しく点検したい． 

(2) 「気象」の記事では地震の疎密波が船底に衝撃を与え，それが船舶破壊をもたらす認識の元に書か

れている．特に操舵機器に対する指摘は重要で，疎密波の影響はかなり以前から知られていた事が

わかる． 

(1) 大型タンカーでの航海機器全損・船殻補強材座屈の事例(1969)と，潜水艦の事例(1974)は「気象」

には書かれてないが，潜水艦には大型タンカーの事例は致命的なので，海震の印象を切実にしてい

る． 

以上の要点を踏まえて現在の問題点を次のように指摘している．  

〇現在の問題点：海震には年表に示すような経過があるのだが，地震時疎密波が船舶に大きな影響を

与えることがあることについてあまり知られていない．肝心の地震関係者等に海震の情報が共有さ

れていないのである．この分野間の情報共有の欠落状態をもたらした環境と，必要な情報が伝わら

ない点に大きな課題と問題点が潜んでいる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)浅発型，(2)中間深さ型，(3)深発型の 3 分類 
図 2.3 海震の観測波形(周波数帯別同時観測)26) 

 

(b) 

(a) 

図 2.1 海震の観測位置 29)   図 2.2 断層位置と海震の頻度 26) 

  横棒長さ＝1 秒 

A 浅発型，B 中間深さ型，C 深発型の 3 分類 

図 2.4 海震の観測波形(３分類の詳しい波形) 26) 

2.2.2 海震の観測例と伝承的な事例 

（１）海震の観測例 

図 2.1 と図 2.2 は伊豆半島東方沖地震(M6.7，

1980.6.21)の余震を，ハイドロホンで茂木清夫

先生達が観測 26,27)した時の場所と，断層位置と

観測頻度の関係を示す． 

図 2.3 と図 2.4 はその時の代表的な観測波形

の記録で，図 2.3 は周波数帯別の同時観測記録

で，浅発型，中間深さ型，深発型の 3 種類に分

けてある．図 2.4 は 50～100Hz 帯の詳しい波形

図である．この観測では周波数の分析がされて

いないため 28)，この図の B,C(中間，深発型)か

ら目読で卓越周波数は 60～70Hz とした．A 浅

発型ではより高周波の波になっている．この周

波数帯の波は従来の地震計(20～30Hz 以下)で

は記録されない波である． 

この観測時には大きな余震が続いたため，船

を突き上げるような海震をたびたび感じてい 
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(a)備品の落下(1) 31)     (b)配管の切断 31)           (c)備品の落下(2)32) 

(3.25 万トン･タンカー，ジブラルタル沖地震，M8.0, 1969.2) 

図 2.5 海震による損壊例 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るが 29)，同時期に発生していた群発地震ではこのような波は記録されていない 29)．図 2.3 と図 2.4 の波

形図は他に観測した例が少なく貴重な波形図になっている． 

（２）海震の伝承的な事例と船舶の損壊例 

海震の古くからある伝承や体験 25,30)の代表的な事例が昭和８年の三陸地震で，その時の海震の体験

を纏めたものが表 2.1 である．船舶の損壊を伴う事例を纏めたものが表 2.2 と図 2.5 である．共に重要

な事例であり，表 2.2 には兵庫県南部地震の事例 33)を追加している．表 2.1 と表 2.2 の事例は海中を伝

播してきた粗密波が，機材等を壊す強烈な破壊力を有していることを示しており，表 2.1 には前項で述

べた事例と同じく余震でも生じている例がある． 

 

表 2.1 海震の体験例(昭和８年三陸地震 1933.3.3) 

(馬場栄一氏の資料 31)に文献 30)を参照し加筆) 

表 2.2 海震による損壊例 

(馬場栄一氏の資料 31)と文献 25,30,33)から作成) 
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    (☆ 震央，A 野島断層，B 須磨断層) 

図 2.7 クイーンダイヤモンド号とあさぎり丸の位置 2) 

図 2.8  波源域の推定図 36)(波速の推定測線を加筆) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る文献 36)にある検潮所の記録からその波源域を推定した図の一部である．この中の東二見と泉北検潮

所の図柄から波速を求めると約 700m/分になる．図 2.7 の「クイーンダイヤモンド号」の離岸距離は約

2km である．地震の主震動で海岸が揺れて，海面に起きた表面波が伝わり船体を揺らしたと考えると，

主震動の３分弱後に衝撃を受けたと推定できる．この考察の時間間隔は，「あさぎり丸」で 2 度目の衝

撃を受ける迄に行った点検の所要時間に馴染む間隔で非常に注目される．  

（両船長の証言は全文を補足資料に収録する．） 

図 2.6 フェリーの位置図 34) (文献 34)の位置図の一部を編集) 

神戸側 兵庫県南部地震時の旅客船の位置 

播磨灘 

淡路島側 

2.2.3 明石海峡での海震の 

重要な証言と考察 

兵庫県南部地震での海震の証言から

重要な事実が得られたのでそれらの要

点と考察を以下に述べる． 

 図 2.6 は地震発生時の旅客船の位置

図 34) の一部で，明石海峡付近を示す． 

播磨灘沖を航行中の「フェリーおお

さか」(震央距離約 28km) では吹抜け

部のシャンデリア２個が落下破壊 33)

した(表 2.2 に追記)．この事は震源域近

くでは強い疎密波が生じることを 

示唆している． 

 図 2.7 は明石海峡を航行中の図 2.6 の「あ

さぎり丸」(千トン級)と「クイーンダイヤモ

ンド号」(九千トン級)の詳しい位置図 2)を示

す．両船長の証言 35)は重要なので要点を抜

粋する．  

＊「あさぎり丸」の船長（向所彊氏）の証

言の要点； 『衝撃的な上下動に見舞わ

れ，一瞬操船困難に陥った．なんとかエ

ンジンを止め，点検を指示し，機関部か

らの異常なしの返事と一等航海士の報告

を受けて，再びエンジンの回転を挙げよ

うとした時に 2 度目の衝撃がきた．船底

にダメージを受け，潜水艦とぶつかった

かと思った．』 

＊「クイーンダイヤモンド号」の船長（新村

成敏氏）の証言の要点； 『上空に青白

いせん光を見て突き上げられて，大きな

波に翻弄された瞬間，海面で船底をたた

くウォターハンマーより数倍激しい衝撃

に襲われた．』 

 両者の証言で重要な点は，衝撃的な波動

を 2 度受けており，2 度目の方が遙かに強烈

な衝撃を受けている点である．証言集 35)に

は陸上部で本震より後に，2 度目の大きな衝

撃的な上下動を受けたり目撃した証言が 18

例ある． 

ところで，当時は火災の煙がまっすぐ上

がる無風に近い気象状態で，海面に大きな

波はない筈なので，後者の証言の大型船が

大きな波に翻弄されて，激しい衝撃に襲わ

れたという状況に着目して考察する． 

 図 2.8 はこの地震が起こした津波に関す 
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なお，河田恵昭先生の話の文献 37)には，大阪湾にいた漁船の中に衝撃を 2 度受けたものがあるとの記

載がある．しかし「サンフラワー号」(一万二千トン)の船長の報告 33)には，1km 余り西方にいた後続の

「クイーンダイヤモンド号」のような 2 度目の衝撃の話は書かれていない．須磨沖を航行中や青木港接

岸準備中のフェリーにも 2 度目の衝撃の話はなく 33)，強烈な 2 度目の衝撃は限られた場所で起きてい

ると推測される． 

 

2.2.4 被害をおよぼす海震の特徴のまとめ 

 船舶に被害を及ぼす海震の特徴を，上記の考察を踏まえて書き直すと次の通りになる． 

1. 地震発生の初期に到達するP波に較べ，海震の波は船を損傷さす破壊力を持つことがある．  

2. 海震の疎粗密波(縦波)が船舶を損壊さす事は船舶工学では常識である． 

3. 海震の周波数は60～70Hz程度が観測された例があり，このような波は従来の地震計では記録され

ない．また，余震毎に何度も発生している． 

4. 強烈な2度目の衝撃的な海震の波は，いくつかの限られた場所で起きている． 

5. 海震の強烈な衝撃的な波は本震の後，３分頃に生じる場合がある． 

 

2.3 橋脚の破壊状態が示す衝撃破壊の特徴 

 本節では近畿地方整備局で発表した論文2,5,8,12,21)の阪神高速神戸線の橋脚破壊事例の中で，最も衝撃

破壊の特徴を表している事例が発生した弁天工区とピルツ橋工区の事例に着目して特徴を説明する．

衝撃破壊の特徴は RC 橋脚に対して引張破壊と圧縮破壊を起こすことに現れ，弁天工区においてはその

両者が生じた．弁天工区での RC 橋脚の引張破壊事例に対しては，爆裂的な破壊の様相が想像されたの

で，単に引張破壊と表現するより特徴を強調して爆裂破壊と表現してきた．そこで本節では弁天工区

で起きた引張破壊の事例についてはより詳しく紹介することにする． 

 

2.3.1 弁天工区での橋脚の衝撃破壊の特徴 

（１）本工区の構造の特徴 

弁天工区は神戸市中央区波止場町から弁天町迄の 

区間約650ｍの区間である．この工区の構造の特徴 

は復員17.6ｍの高架橋を支える橋脚の横梁をなくし， 

 

 

＊斜めひび割れの他

に，曲げによる細かい

引張りひび割れが水

平方向に多数発生 

 

図 2.13 比較図 RC 柱 

両振載荷実験 41) 

(鉄道総研) 

局部座屈鉄筋の露出(P460 橋脚南面) 38)  

図 2.12  RC 橋脚下部 西面の X 型亀裂 40) 

 

←(a)西面  (b)南面↑ 

b 

(横桁方向に見る) 

図 2.9 代表構造写真 38)  図 2.10 支承側面 38) 

図 2.11 単独 RC2 本柱区間の代表的横断面図 39) 

) 

(柱断面) 
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(a) P472 橋脚 40)          (b) P477 橋脚(山側柱は南に傾斜) 40) 

図 2.14 基部軸圧縮破壊と頭部爆裂破壊が生じた橋脚 

(a )P472 橋脚             (b) P477 橋脚 

図 2.15  柱基部の軸圧縮破壊の例(いずれも山側の柱) 38) 

橋桁の横梁を剛な梁にして主桁と剛結した構造で，非合成 RC 床版･３径間連続鋼 I 桁を基本構造とし

ていた．その剛な横梁を 2 本の RC 単独柱の橋脚で支える区間である．図 2.9 に代表構造の写真 38)を，

図 2.11 に代表断面図 39)を示す．柱は横断方向の制約から幅は１ｍに統一して あり，橋軸方向の幅が荷

重により変化している．柱上端の中央に支承版支承が一個設置してある(図 2.10 参照)．類似の 2 本柱

の橋脚が 25 基(P455～P479) あり，平均径間長は約 27ｍである．この区間で兵庫県南部地震により橋

脚に２種類の特殊な破壊が生じた． 

（２）柱の軸圧縮破壊 

図 2.12(a)は P460 橋脚(山側)西面の柱下部に生じた X 型の斜め亀裂を示す 40)．図(b)は柱の南面で，斜

め亀裂の先端の位置に，局部座屈した鉄筋が局所的に，柱両脇のコンクリートを残して露出している
38)．この状態は軸圧縮破壊での，斜めせん断破壊面のズレが始まり，南面の鉄筋を曲げかけた状態を

示している．いわゆる柱の典型的な軸圧縮破壊の初期状態を表している． 

 図 2.12 の状態を曲げ破壊とする方もおられた．曲げ破壊ならば図(b)に示す局所的な鉄筋座屈は生じ

ない．また図 2.13 の実験結果 41)が示す通り,曲げに伴う細い水平ひび割れを生じるがそれがない． 

 軸圧縮破壊が進んで崩壊した例が P472 と P477 橋脚にあり，図 2.14 に両橋脚の遠景を示す 40)．図 2.15

に両橋脚の山側の柱基部が軸圧縮破壊をした状態を示す 38)．なお両橋脚では海側の柱は頭部が次項で

述べる爆裂破壊をして，同じ橋脚位置の 2 本の柱で破壊形態が違う橋脚である． 

 概算では静的な力で柱を軸圧縮破壊するには自重の 15 倍程の力がいる．そんな力が上の橋桁から働

けば支承回りや横桁が変状する筈だがそうなっていない．同じ断面の 2 本の柱で破壊形態が違う状態

は，水平震動では説明がつかない状態である．これは破壊のメカニズムが違う事を意味している． 

（３）柱頭部の爆裂破壊の典型例 

 図 2.16 に P465 橋脚山側の柱頭部の破壊を 3 面から見た状況を示す 38)．図(a)は西面で，図(b) は東面

である．図(b)では直立した鉄筋籠が露出しており，中のコンクリートが一部なくなり向こうが透けて

見える 42)．図(C)は南面で鉄筋籠の中に落ちた下沓が見える．帯筋は西面でははずれかけているが東面

では残っている．これらの図で柱は上側が横桁で塞がれている．中のコンクリートは塞がれる前に短 
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時間で跳び出したと推定される．このような事は水平動ではあり得ない．中のコンクリートが短時間

で跳び出しているので，このような破壊を爆裂破壊と呼ぶ事にした． 

 図 2.17 と図 2.18 は図 2.14 で紹介した 2 橋脚の海側の柱上端の破壊状況を示す 38,42)．いずれも上端

1.5ｍ程のコンクリートが破壊され，図 2.17 ではその位置まで横桁が落下し，図 2.18 では破壊部の下半

分のコンクリートが残り，そこまで横桁が落下している．ここで注目されるのは両図の図(a)の柱東面

の鉄筋はまっすぐに裸で直立している事である．鉄筋が直立している区間ではせん断力を受けていな

い事を示している．この両図が示す破壊は水平動で起きたのではない事を表している．なお両図の図(b)

は柱の西面の状態を示している．横梁に柱の鉄筋が当たり曲がり具合が両図で違うが，鉄筋に直線区

間が残っており不自然さはない．  

 図 2.16 から図 2.18 に示すように柱頭部の裸鉄筋を直立させた状態で，内部コンクリートを飛ばす破

壊は水平動では起こりえない．このような破壊形態を爆裂破壊としており，これらの３事例は爆裂破

壊の典型例である．そして柱頭部の裸鉄筋が直立している状態は，この状態で主震動を受けたら鉄筋

は直立していることはできないので，この破壊は主震動の後から生じたことを表している．前節で述

べた海震の強烈な疎密波が主震動の後で起きた現象と整合して大変重要なことを意味している． 

図 2.14 の P472 と P477 橋脚では海側と山側の柱で異なる破壊形態をしていた．破壊の程度の極端な

差やモードが異なる破壊が隣り合って生じる事は衝撃破壊の特徴といえる．すなわち図 2.16 から図

2.18 に示す柱頭部の破壊は，強烈なエネルギーを持った衝撃的な鉛直波動によりコンクリートが飛ば

されて生じたと考えられる． 

 

(a) P465 山側柱(西面) 38)     (b) P465 山側柱(東面)42)                  (c) P465 山側柱(南面) 38) 

図 2.16  柱頭部爆裂破壊の典型例（その１）  

下沓 

(a)P472 海側柱(東面) 42) (b) P472 海側柱(西面) 38)) 

)図 2.17  柱頭部爆裂破壊の典型例（その 2） 

(a) P477 海側柱(東面)38)  (b) P477 海側柱(西面)38)  

図 2.18  柱頭部爆裂破壊の典型例（その 3） 
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（４）爆裂破壊のすさまじい例 

 図 2.19 は爆裂破壊のすさまじさを示す例である 40)．右手前の柱が P458 橋脚の海側柱の西面で，柱

の上半分のコンクリートが完全に破壊して，鉄筋は 3m 余りも裸状のものがある．図 2.20 は P458 橋脚

の海側柱の北面で，壊れた柱と横梁の間にセットボルトが付いている支承が見える 43)． 

図 2.19 の中央部左手に壊れた P457 橋脚の海側柱がある．図 2.21 は壊れた P457 橋脚の海側柱を道路

の北側の歩道から見た写真である 44)．その壊れた柱頭部に大きなコンクリートの塊が見られ，どちら 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  奥にある P457，P456 の海側柱は P458 

と 3 基連続して壊滅的に破壊(西より見る) 

図 2.19  P458 橋脚(海側)柱の破壊状態(右側手前)40) 

    支承のセットボルトが残存 

   横梁仮面の擦過傷が少ない 

図 2.20 P458 海側柱の破壊状態(北面) 43) 

   図の中央部の窪んだ部分で P456 橋脚が破壊 

図 2.22  P455～P457 橋脚付近の状態 45) 

   中央の遠方奥に破壊した P456 橋脚の柱２基 

図 2.21  P457 橋脚の状態(海側柱破壊，山側柱軽傷) 44) 

 

神 P457(山) 

海) 

神 P457(海) 

          南側に傾斜？ 

図 2.23 P456 海側柱の破壊状態 43) 

神 P456(山) 

海) 
    北側に傾斜？ 

図 2.24 P456 山側柱の破壊状態 43) 

P457 海側柱単独の被災写真は未入手］ 
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かといえば柱の中間部が崩壊している．この柱の前後では海側の柱 3 基に連続して壊滅的な破壊が生

じた．P457 橋脚の山側柱は写りが薄いが損傷は軽微である．ここで注目すべきは P457 と P458 橋脚の

海側は壊滅的な破壊をしているが，山側の柱の損傷はそれ程でもなく，海側と山側の柱で破壊程度に

極端な違いを呈している事である．これは水平動では起きない破壊現象である． 

図 2.21 の中央の遠方に最も破壊した P456 橋脚の影が見える．図 2.22 は P455～P457 橋脚付近 45)の状

態で，中央の橋桁が窪んだ所の下に破壊した P456 橋脚がある．図 2.23 は P456 橋脚海側柱 43)の破壊状

態で，写真の柱は南に傾いており，柱の頭部と基部が壊れたように推測されるが，詳しくはわからな

い． 

図 2.24 は P456 橋脚山側柱 43)の破壊状態で海側の柱と似た破壊度合だが北側に傾斜している．この

橋脚の崩壊が国道 2 号を封鎖したため，この崩落区間は早急に撤去された．そのためこの付近の被災

資料は残されているものが少ない． 

 P456～P458 橋脚にかけての橋桁の落下状況は柱が大破しているにもかかわらず，図 2.20 の支承と少

ない擦過傷(横梁下面)が示すように，元の水平位置をほとんど変えずにその位置で落下している．建築

構造物での建屋内崩壊の様相を示していて，衝撃的な鉛直波動による柱の破壊であることを示してい

る．前項で述べたようにこの破壊は主震動の後に生じていると想定される． 

（５）柱頭部の破壊の進展状況 

 次に柱頭部の衝撃的な鉛直波動による破壊の進展状況を調べる． 

 図 2.25 は図 2.22 の左手前に見える P455 山側柱頭部の損傷状況である 46)．支承が柱に埋まり，柱頭

部のコンクリートが損壊して北面に損傷状況の片方が表れている． 

 図 2.26 はその状況がさらに進展して，柱頭部のコンクリートの小塊が横梁の下面と柱の主鉄筋に挟

まれて，鉄筋の上端を外側に少し曲げている 47)． 

 図 2.27 は P463 の例で前の 2 例の中間の状況で，柱頭部の帯筋は一部が切れているが形を残している
38)．いずれも支承は柱頭部に埋もれている． 

 図 2.28 は P476 海側柱での破壊状況で 38)，図(a)の北面の損壊は上端の角だけなのに支承が見えない．

図(b)の南面を見ると支承の下のコンクリートが，同じ幅の柱鉄筋を南方に折り曲げて抜け出し，同時

に周辺のコンクリートを放射状に剥落させている． 

  水平動による破壊では支承の下のコンクリートが横に移動して，図 2.25～図 2.28 に示す事例のよう

に支承がその位置で埋まることはない．図 2.25～図 2.28 に示すこれらの事例では，衝撃的鉛直波動の

鉛直方向の力が上部工の鉛直反力に較べ十分に大きいと，柱頭部で上部工を少し持ち上げる爆裂的な

破壊を生じて内部コンクリートを上方に飛び出さすが，鉛直反力に較べて小さいと柱側面の弱い面を

水平方向に膨らます損傷を起こすことを示している．これらの事例は少し強いエネルギーを持つ衝撃

的鉛直波動による破壊と考えられる． 

 そして強烈なエネルギーを持つ衝撃的鉛直波動は P457 海側柱(図 2.21)のように前後の橋脚で生じる

例もあるが，多くは紹介事例の橋脚番号が表すように断続的に生じて局在波の現象を示している． 

 柱の頭部付近の損傷事例として支承が横梁の下フランジに食い込んだ事例が 3 例見つかっている． 

図 2.26  P459 海側柱頭部の破壊状況 47) 図 2.25  P455 山側柱頭部の 

損傷状況（図 2.22 参照）46) 
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その状況を図 2.29 に示す 38)．この損傷は橋桁の複雑な上下振動との関係もあるので参考例として示し

た．箱桁内の鉛直補剛材がある側の部位でなくダイヤフラムがある側の部位への食い込みが目立って

いる． 

 

2.3.2 ピルツ橋工区での橋脚の衝撃破壊の特徴 

（１）ピルツ橋の倒壊の状況と軸圧縮破壊の痕跡 

 ピルツ橋の工区は神戸市東灘区深江本町にあり，コンクリート床版の橋桁の所定の路面構造と一本

の橋脚が一体で作られ，きのこ型構造の特徴を持つ区間で延長は約 650m である．その区間に同じ形式

の橋脚 17 基(P126～P142)が作られていたが地震で倒壊した．図 2.30 はその倒壊区間の東側の状況を示

す48)． 

図 2.31 は倒壊した全区間を西側の低空から見た写真49)を横向きにして，高欄線(白線)の下がり状況を

際立たしている．この倒壊の原因は大きな水平震動によるとされているが，実情は異なるようである． 

図 2.32 と図 2.33 は倒壊した柱の代表例48)で，倒壊した柱の状態を２方向から見たものである．柱基

部の破壊部は東西両面共に対称的で外側へのふくらみが少ない．このように全ての柱が倒壊すれば， 

(a) 北面の破壊状況       (b) 南面の破壊状況 

図 2.27  P463 山側柱頭部の破壊状況 38) 

     (a) 北面の損傷状況        (b) 南面の破壊状況 

図 2.28  P476 海側柱頭部の破壊状況 38) 

(a) P464 山側の支承        (b)  P473 海側の支承        (c)  P476 山側の支承 

図 2.29  橋脚の支承が横梁の下フランジに食い込んでいる例 38) 
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柱長さが短くなり高欄側面が大きく下がることはない．図 2.31 の区間中央部と左側２箇所で高欄線は

大きく下がり，その場所の橋脚は P133，P134，P136，P140 の 4 基である．この４基に着目して柱基部

の破壊状態の特徴を示す写真を，2 枚ずつ編集したものが図 2.34～図 2.41 である 47,48)． 

図2.34と図2.35はP133橋脚基部の破壊状態を示す．柱基部の鉄筋は大きく全方向に湾曲して軸圧縮に

よる提灯座屈の状態を示し，柱の長さを短くしており，その後北側に倒れている． 

図2.36と図2.37はP134橋脚基部の破壊状態で，破壊部が北西側に拡大している(図2.37)．北東から南

西方向に大きな割れが発達している．その割れに対し共役的な部位の，柱の南西面に大きな斜め割裂

塊が見られる(図2.36)． 

 図 2.38，図 2.39 と図 2.40，図 2.41 の２基では，柱基部の東面の鉄筋にコンクリートの破壊線に沿っ

て鉄筋のクビレが分布しており，図 2.38 では白い破線を付けている．倒れる前にこの面で柱がずり落

ちた事を表す．柱は北西側にずれ落ちて，その方向に破壊部が拡大し，北東から南西方向に大きな割 

 

                      東西面共対称的な破壊形態，基部の外側へのふくらみ少なし 

図 2.32 倒壊橋脚の代表例 P132(西面 48))     図 2.33 代表例 P132(南面) 48) 

西側から東方を望む（図 2.31 も同様）      白色の高欄線が極端に下がっている部分に着目 

図 2.30 倒壊区間の東部の状況(P130→P126) 48)     図 2.31 ピルツ橋倒壊区間の斜め航空写真 49) 

・基部の鉄筋が南側にも湾曲，ｺﾝｸﾘｰﾄの破壊線が柱軸線に直角，基部の鉄筋は東西共外側に大きく湾曲 

図 2.34 P133(東面) 47)         図 2.35  P133(南面) 48)・提灯座屈の痕跡 
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れが発達している(図 2.39，図 2.41)． 

すなわち，P134，P136，P140 橋脚の不等間隔の３基が北西側にずれ落ちたことが，柱の長さを短く

して，全体を北側に倒壊さす直接の原因になっている．P133 橋脚も含め，このような破壊形態は水平

震動だけでは生じない．これらの４基の破壊の痕跡は強烈な鉛直地震動により柱が軸圧縮破壊をした

ことを表している．なお，既存の時刻暦応答解析（神戸海洋気象台の波形記録）の結果 39)は鉄筋が塑

性域に入った段階(塑性率３程度)にしか至ってなく，柱は自重相当の荷重では軸圧縮破壊を起こさない．

図 2.42 に参考として塑性率３程度の損壊をした柱の被災例を示す．この程度の損壊をしても自立した

橋脚は多く存在した．ピルツ橋はこのような損壊状態に圧縮破壊が４基に加わり生じた． 

（２）住民と高速道路走行者の証言 

 付近の住民の証言を調べると次の証言がある．重要な証言なので要点を抜粋する． 

＊平岡満幸氏の証言 35)の要点；『(前略)･･とても立ってはおられない，タンスが飛んできた．「もうあか

んビルが倒れる」．妻を呼んだ．最初の揺れがおさまった．時計は 5 時 48 分．階下の孫二人が気にな 

柱の南西面に大きな斜め割裂塊   柱基部は北西側に着地，北東から南西方向に割れが発達 

図 2.36 P134(南西面) 48) ・倒壊方向外の割れ    図 2.37 P134(南面) 48)・倒壊方向外の割れ発達 

 

・引張域迄鉄筋の直角クビレが分布(白色破線) ･ズレ破壊の痕跡， 

・北東から南西方向に割れが発達 ･北西部に落下の痕跡 

図 2.38  神 P136(南東面) 47)・軸圧縮破壊の痕跡      図 2.39  神 P136(西面) 48) 

 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの破壊面に沿い鉄筋のクビレが分布・北東から南西方向に割れが発達･北西部に落下の痕跡 

図 2.40 神 P140(東面) 48)・軸圧縮破壊の痕跡  図 2.41 神 P140(南面) 48)・倒壊方向外の割れ発達 
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り屋外階段の踊り場に出て，降りようとした瞬間背後で大音響が，振り向くと･･(中略)･･高速道路が横

倒しになってゆく．衝撃で体が浮き上がる，スローモーション映画を見ているようだ･･(後略)』． 

 大音響がしたのは 5 時 48 分より後に屋外階段に出てからである．この大音響は衝撃的な鉛直波が到

達したときの破壊音と想定すると，ピルツ橋の倒壊には衝撃的な鉛直波の影響が加わった事を証言は

示唆している．さらに破壊は主震動の 3 分程後に起きていることが証言されており，5 時 46 分の地震

発生の後の 3 分程の時間差は，2 節で述べた海震の考察と呼応してくる． 

 高速道路の走行者の証言を調べると次の 2 名の証言（ピルツ橋区間の走行者・桑原浩治氏，2 径間落

橋部に遭遇・福本良夫氏）50)が見つかった．これらも重要な証言なので要点を抜粋する． 

＊桑原浩治氏の証言の要点；『道路がヘビのように横にくねくねと揺れ，前輪と後輪が捻れるようでし

た．車は横にスリップし，十秒ぐらいしてから，今度は縦に震動し始めました．道路の継ぎ目が上に

行ったり，下に行ったりした．』  

図 2.43 はその時の様子を描かれた絵 51)で，伸縮継ぎ手部で折れ，路面が上下変位をする状況が表し

てある．前の証言とは時間的な感覚の違いがあるが，主震動の後に鉛直震動が起きている現象が証言

されている．同様の証言は２径間落橋部(西宮市浜脇町)に遭遇し，前輪がはみ出して止まった観光バス

の運転手福本良夫氏の証言にもある 50)． 

＊福本良夫氏の証言の要点；『スピードは出ていませんでした．横揺れがきたので，とりあえず止まる

ことと思いましたが，こんどは縦揺れで，道路が波打つんです．ブレーキをかけ，止まったとたん，

前がバサッと落ちました．』 

 上記の 3名の証言は大変に重要な証言である．ピルツ橋工区の倒壊は阪神大震災を代表する事例で，

その倒壊原因がこれまで考えられてきた水平震動の影響だけではないことを，4 基の柱の破壊部の軸圧

縮破壊の痕跡は表しており，その破壊は主震動より時間差をおいて生じたことが証言から判断できる．

（補足資料には以上の 5 名の証言の他，局在波的現象の目撃証言も加え全文を収録する．） 

 

2.4 新たな呼称：後発鉛直キラーパルス 

 強烈で複雑な鉛直震動の痕跡が図 2.44 に示す函館大学校舎の破壊例 52)にある．1 階の柱は右端部を

除き全面的に崩壊し，校舎中央部の８パネルの間では 4 階建ての各階で柱が破壊している．それらが

横方向にはらみ出していないことから，この破壊は主震動の後で起きていると判断できる． 1 階とい

い，中央部の 4 階分といい，柱の崩壊状態が示す複雑さは単純な鉛直波動が起こす現象では理解でき

そうにない．さらにこの事例は震源域からの距離が大きく，遠く離れて起きた事が局在波特有の現象

と考えられ注目される． 

これに似た現象が東日本大震災でも見られた．その例が図 2.45 に示す須賀川市内の RC３階建の柱が

各階で破壊している 53)．この事例も局所的に生じている． 

 強力な鉛直地震動の存在を端的に示す資料が最近得られた，図 2.46 の庭からの跳び笠石 54)と図 2.47

のタンクのダイヤモンド座屈 55) の写真である．図 2.46 の庭の屋敷の母屋は全壊しているが，周囲の建

物の被害は少なく，母屋を壊し庭の笠石を飛ばした鉛直波動は局所的に生じている．図 2.47 のタンク

の所在地は東灘区深江浜町で，この地区で記録された水平加速度の値程度では座屈は生じない検討資 

P607 の被災状況 

図 2.42  塑性率 3 程度の損壊例 39) 

図 2.43 ピルツ橋走行者桑原浩治氏 

の路面の描画 51) 
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料がある 56)． 

前節迄に述べた海震と橋脚の破壊事例から，強烈な鉛直地震動は主震動より 10 秒～3 分程遅れて到

達しており，その生じ方は場所により連続した破壊を起こす事例もあるが，図 2.16～図 2.18，図 2.36

～図 2.40 の例のように，多くは隣り合う橋脚で異なる破壊程度や形態を生じさす局在波的な特徴があ

る．その地震波は主震動が痛めた構造物をさらに破壊する波で，波の立体的なイメージは，エネルギ

ーが局所的に集中した局在波の形態で，図 2.48 に示す釣鐘型の孤立波や列状の形が想像される 20,21)． 

図 2.48に示す波は数学的にはソリトンと呼ばれる波の一種である 57)．このような形態の波は従来の

地震波とは，特に波の空間的な規模が全く異なる波である．到達する時刻もずれているので発生原因

も異なることが予想される．さらに図 2.44 の函館大学校舎の事例は 2 種類の非線形の波による破壊の

可能性も示唆している．そこで従来の地震波とは区別し新たな特徴を持つ地震波の意味で，主震動の

後から生じる強烈な鉛直震動を“後発鉛直キラーパルス”と便宜的に呼ぶことにした． 

この“後発鉛直キラーパルス”はその出現形態が局在波的なので，空間的な波の形や強度を正確に

観測することは容易ではないと予想される．この波を正確に観測するには地震の短期予知が実用化さ

れなくてはならなくなる．その手法について高エネルギー加速器研究機構（KEK）での粒子加速器の

運転管理で行っている地震の影響を避ける観測（高精度周長変位計測，超高感度傾斜計観測）を応用

し，地殻の塑性化を検出することを昨年地震学会等で提案した 22)．兵庫県南部地震では傾斜計が塑性 

図 2.46 庭からの跳び笠石 54) 

図 2.47  タンクのダイヤモンド座屈 55) 

(a) 切断図と立体図  (b) 列状の発生例 

図 2.48 釣鐘型孤立波の例 (ソリトン)57) 

 

・1 階は右端部を除き全面破壊･中央８パネル間の柱は全階で破壊 
図 2.44 函館大学校舎の被災写真(1968)52) 

図 2.45 RC３階建社屋の崩壊(須賀川市・2011)53) 
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化の兆候を検出して 5 日目に地震が発生した．この経験を南海巨大地震の予知に生かし，地震予知の

実用化を確立することが望まれる．その内容に関しては参考文献 21,22)を参照ください． 

 

2.5 まとめ 

 海震の現象は古くから知られていたのだが，海震の疎密波（縦波）が船舶を損壊さすエネルギーを

持っていることは，船舶工学の専門家には常識なのに，その分野以外にはあまり知られていない．こ

の状況は科学技術や情報伝達手段が進歩している現在の御時世からは思いもよらない状況といえる． 

第 1 節では海震の年表の話題を取り上げ，海震の常識を広く再認識してもらう趣旨でこの問題の所

在を指摘した． 

第 2 節では海震の代表的な既存の事例を紹介して，兵庫県南部地震での事例から，地震発生の初期

に到来する衝撃的な波と，主震動の後に周辺や機器の点検をする程度の時間をおいて襲来する，2 度目

のより強い衝撃的な波があることを説明した．  

第 3 節では 2 度目の衝撃的な鉛直震動の存在が，橋脚の特殊な破壊事例に対して，その破壊が示す

特徴と整合することを説明した．そして衝撃的な鉛直地震動が起こす引張破壊の中の波動現象に関係

する爆裂破壊の事例について弁天工区での資料を補足して，橋脚で生じた破壊初期の特徴から壊滅的

な終局段階の事例迄を詳しく紹介した．これは通常の材料力学的な破壊現象とは異なる波動による破

壊の特徴を把握するためである． 

一方，強烈な 2 度目の衝撃的な波動の存在は多くの場合，主震動で損壊したものをさらに破壊する

複合的な破壊現象を生じることになる．ピルツ橋の倒壊事例の状況を，第３節で関連する証言ととも

に紹介した事例は，圧縮破壊に伴う複合的な破壊の代表的な事例の一つといえる． 

第 4 節では震源断層の近傍から離れた RC 建物の全層崩壊事例や，強力な鉛直震動の存在を端的に示

す庭からの跳び笠石およびタンクのダイヤモンド座屈の事例を紹介した．これらの事例も局在的な波

の特徴を表しており，また第 2 節と第 3 節で述べた強烈な 2 度目の衝撃的な鉛直地震動は主震動の後

から到達しているので，従来の地震波の概念とは全く異なることを説明した．そこで従来の地震波と

区別する意味で新たに“後発鉛直キラーパルス”と便宜的に呼ぶことにした．そしてこの“後発鉛直

キラーパルス”を正確に観測することはその局在性から難しく，地震（短期）予知の実用化を確立す

る必要があり，地殻の塑性化を検出して予知する一つの手法を南海巨大地震に対して別途提案した． 

 本文を纏める背景は，６年前に東日本大震災の発生で感じた，強烈な衝撃的鉛直地震動の現象に対

する原子力施設への安全性の危惧が，熊本地震での大地震の連鎖的な発生を受け，より深刻に感じら

れたことにある．熊本地震でも東日本大震災でも，強烈な衝撃的鉛直地震動の現象とみられる特徴的

な事例がいくつかあるのだが，この現象に対する認識や知識が欠けているので，それに関する情報は

正しく伝えられていない．この現状を改善することに寄与することを願って本章のまとめとする． 

 

 

補足資料   

収録内容： 

（１）海震の震度階級表 

    (1) ルドルフの震度階級表（1898） 

 (2) ジーベルグの震度階級表（1923） 

（２）海震の年表と現在の問題点［H29.4.8 追記版］ 

（３）明石海峡航行中のフェリーの船長２名の証言 

   (1) あさぎり丸の船長の証言 

   (2) クイーンダイヤモンド号の船長の証言 

（４）ピルツ橋工区の近くの住民の証言 

（５）局在波的現象の目撃証言 

（６）高速道路走行者の証言 

   (1) ピルツ橋工区の走行者の証言 

   (2) 2 径間落橋部に遭遇したスキーバス運転手の証言 

 

参考文献（本章末尾に記載） 
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補足資料 

（１）海震の震度階表 

下記の 2 種類の海震震度階級表は文献 58)より引用． 

    (1) ルドルフの震度階級表（1898） 

 (2) ジーベルグの震度階級表（1923） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 海震の年表と現在の問題点［H29.4.8 追記版］ 

次頁の「海震の年表と現在の問題点」は「気象」の文献 25,30)の他，馬場栄一氏からの資料 31)

と日本被害地震総覧(文献 59))を参照して作成． 

 

 

付表 2.2 ジーベルグの海震震度階級 (1923) 

付表 2.1 ルドルフの海震震度階級 (1898) 
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（３）明石海峡航行中のフェリーの船長２名の証言（以下３～５は文献 35）から該当部分を抜粋） 

 (1) あさぎり丸の船長・向井所彊氏の証言    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) クイーンダイヤモンド号の船長・新村成敏氏の証言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ピルツ橋工区の近くの住民・平岡満幸氏の証言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）局在波的現象の目撃証言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊筆者の感想： 乗客の新谷敏章氏が地震の主震動の中間で，体をねじ曲げ後ろを振り向き，正面

を向き直って，信号待ちのトラック４トン車がダーン，ダーンと跳ね飛んでいるのを見ている．そ

の本人も縦揺れ，そして横揺れを受けているが目前のトラックと同期した振動ではない．約 30m の

距離で見る人と見られるものとで動きが異なっている状況を如実に伝えている． 
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（６）高速道路走行者の証言（文献 50）から著者の著述文とも抜粋） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊筆者の感想： 

地震の横揺れの後に高架橋の路面が波打つ

縦揺れが来ている．桑原氏の証言では横揺れ

と後からの縦揺れの間に時間差がある． 

                                                                                                          

(2)  2 径間落橋部に遭遇したスキーバス運転手・福本良夫氏の証言 

(1) ピルツ橋工区の走行者・桑原浩治氏の証言 
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3. 直下地震での多層地盤上の構造物への突き上げ力の生成機構 
 

3.1. 2 層弾性地盤での鉛直応力波の伝播特性 3.1),3.2) 

 図 3.1.1 に示すような上層( 1i )が厚さ H で，下層( 2i )が無限厚さの 2 層弾性地盤での鉛直( z )方向

の平面弾性ひずみ波の運動方程式は，減衰の影響を考慮しなければ以下のように表せる， 
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 ， 2,1i                               (3.1.1) 

 ここに， i ， iu は各層の密度と鉛直変位成分， iE は弾性係数で平面ひずみの場合には以下のように

表せる． 
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 ， 2,1i                             (3.1.2) 

ここに iE ：ヤング率， i ：ポアソン比である．地震時に下部層( 2i )の深部から上方に向かう入射

変位波（縦波）を以下のように与える． 

   )2(
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zfptj
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             (3.1.3) 

 ここに， 0u ：変位振幅， p ：円振動数( 0/2 Tp  ， 0T : 

周期)， 1j ， 22 /2 Lf  ， 2L ：波長，である． 

各層（ 2,1i ）での進行波と後退波による合変位は 
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        (3.1.5) 

 ここに， if iL/2 ， iL は i 層での波長， A， B ，C は 

積分定数である． 

 第 1 層の底面に座標原点( 0z )を採り，この面での連続条件 
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および第 1 層の表面での境界条件                                       図 3.1.1 2 層弾性地盤 
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ここに，
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であり， 2

111 pVE  ， 2
222 pVE  ，ただし， 

piV ， 2,1i は各層での縦波の速度である． 

 つぎに，下層地盤の深部から上方に向かう弾性地盤内の鉛直入射変位波として式(3.1.3)の実部を採り

以下のように与える． 

   )cos(),( 202 zfptuztU                                 (3.1.9) 

 ここに， 0u ：入射波の鉛直変位振幅， 0/2 Tp  ， 0T ：周期， 22 /2 Lf  ， 2L ：入射波の波長( )20 pVT

である．また，式(3.1.9)の鉛直入射変位波を，鉛直入射速度波または鉛直入射応力波で表せば， 

  )sin(),( 202 zfptvztV  ， )sin(),( 202 zfptztS                   (3.1.10) 

 ここに， 00 puv  ， 0220 vVp   ，ただし引張を正とする． 

鉛直座標を Hzz  と表せば，式(3.1.5)による第１層内の変位成分は以下のように与えられる 3.2)． 
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              (3.1.11) 

 ここに， )/( 2211 pp VV   ， 1/ pVpHq  ， H ：第 1 層の厚さである．また，速度成分および応力

成分では， 
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第1層の表面での鉛直変位または速度の増幅率
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図 3.1.2 第 1 層の表面での鉛直変位または速度の増幅率 

 

第1層の底面での鉛直応力の増幅率
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図 3.1.3 第 1 層の底面での鉛直応力の増幅率 

 

第1層内の最大鉛直応力分布（σz/σ0）
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図 3.1.4 第 1 層内の鉛直応力（片振幅）の分布 

 

となる． 

式(3.1.11))～ (3.1.13)より，第 1 層の表面( 0z )での変位および速度成分（片振幅: ss vu . ）および底面
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( Hz  )での応力成分（片振幅: B ）は以下のように表せる． 
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        (3.1.14) 

図 3.1.2 は，第 2 層からの入射変位( 0u )または速度( 0v )に対する第 1 層の表面での最大鉛直変位( su )

または速度( sv )の増幅率を，図 3.1.3 は入射応力( 0 )に対する第 1 層底面での最大鉛直応力( B )の増幅

率を示している． 0/ uus および 0/ vvs は， 2/1/ q ， 2/3 ，．．．．で，最大値： /2 に達し， 0/ B

は 2/1/ q ， 2/3 ，．．．．で最大値：2 に達している．ここに 110 /2)/(2/ pp LHVTHq  ， 1pL ：第

１層での縦波の波長であり， )/( 2211 pp VV   は第 1 層の第 2 層に対するインピーダンス比である．

すなわち， 4/1/ 1 pLH ， 4/3 ，．．．．．，周波数では， )4/(/1 10 HVTf p ，，．．．．，において共振（共

鳴）を起こしていることが分かる．ちなみに， 4/1/ q ， 2/1 ，1， 5.1  での第 1 層内の鉛直応力（片

振幅）の分布（ 0/ z ）を調べると図 3.1.4 のようになり，共鳴時には大きくなっているが，入射応

力( 0 )に対する比は 2.0 以下であり，共鳴時には第 1 層の表面での鉛直変位または速度は非常に大き

くなるが，第 1 層内の最大鉛直応力は高々 02 以下であることが注目される． 

 

3.2 3 層弾性地盤での鉛直応力波の伝播特性 3.2) 

 図 3.2.1 に示すような，第 1 層が沖積粘土層のような柔らかい地盤 

で，第 2 層が洪積粘土層のような構造物の支持層になる地盤，そし 

て，その下に岩盤などの基盤層となる半無限地盤により構成された 

3 層弾性地盤の基盤層の深部から式(3.1.9)および(3.1.10)と同等の鉛直

変位，速度または応力波が入射する場合を考える．すなわち， 

  )cos(),( 303 zfptuztU  ， )sin(),( 303 zfptvztV  ， 

  )sin(),( 303 zfptztS                 (3.2.1) 

ここに， 0u ：鉛直変位（片振幅）， 0/2 Tp  ：円振動数， 0T ： 

周期， 33 /2 Lf  ， 3L ：半無限基盤層での入射変位波の波長， 

すなわち 033 TVL p  である 

この場合の式(3.1.1)の弾性波動方程式の解は以下のように与えられ 

る 3.2)．ただし鉛直座標の原点( 0z )は地表面に採っている． 

地表面( 0z )で自由である条件ならびに第 1 層と第 2 層の界面 

および第 2 層と半無限基盤層の界面での連続条件より，第 1 層 

および第 2 層内の鉛直変位は以下のように表わせる．           図 3.2.1 3 層弾性地盤 
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ここに， 

 22 QP  ， 21121 sinsincoscos qqqqP  ， )cossinsin(cos 211212 qqqqQ   ， 

 mH  ：層厚( 2,1m )， pmmm VpHq /  ( 2,1m )， pmV :波速 ( 2,1m )， mm Lf /2 ， mL ：波長 

( 2,1m )， m ：地盤密度 ( 2,1m )，インピーダンス比： )/( 11  pmmpmmm VV  , ( 2,1m )であ

る． 

また,,第 1 層および 2 層での鉛直速度および応力波は以下のように表せる． 
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 ， 2,1m                 (3.2.5) 

ここに, 
2

pmmm VE  , 2,1m である． 

以下の数値解析では，第 1 および 2 層の地盤特性は，表 3.2.1 に示すような 3 種類を想定し，第 3 層
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の基盤（ 3i )は同一で， 3
3 /0.2 mt ， smVp /30001  とし，基盤層での入射応力は 0330 vVp   ，

引張を正，としている．図 3.2.2 は mH 101  ， mH 202  の地盤 A において，式(3.2.5)の鉛直応力波の

周期（ 0T ）が 0.02，0.08，  

 

表 3.2.1 考慮した地盤特性 

 

 
第 1 層 

層厚: mH 101   

第 2 層 

層厚: mH 100,50,30,20,102   

)/( 3
1 mt  )/(1 smVp  )/( 3

2 mt  )/(2 smVp  

地盤 A 1.5 300 1.6 600 

地盤 B 1.5 300 2.0 1000 

地盤 C 1.6 600 2.0 1000 

（注）: m  および pmV , 2,1m  は各層の密度と縦波速度を意味する． 

 

第１，2層内の鉛直応力の片振幅分布 （地盤A, H1=10m,H2=20m)
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図 3.2.2 第 1 層および第 2 層内の鉛直応力片振幅の深さ方向分布（地盤 A，H1=10m,H2=20m） 

 

第1層内の最大鉛直応力 （地盤A, H1=10m)
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図 3.2.3 第１層内の最大鉛直応力の周波数特性（地盤 A, H1=10m） 
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第1層内の最大鉛直応力 （地盤B, H1=10m)
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図 3.2.4 第１層内の最大鉛直応力の周波数特性（地盤 B, H1=10m） 

 

第1層内の最大鉛直応力 （地盤C, H1=10m)
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図 3.2.5 第１層内の最大鉛直応力の周波数特性（地盤 C, H1=10m） 

 

0.1，0.22 および 0.3sec の時の第 1 および 2 層内の鉛直応力の片振幅の z 方向の分布を示しており，図

3.2.3 は地盤 A で第 1 層の厚さを mH 101  と固定し，第 2 層の厚さを mH 102  ，20m，30m，50m，100m

と変化させ 

たときの第１層内の最大鉛直応力の周波数（ 0/1 Tf  ）の特性 を調べたものである．さらに，図 3.2.4

および 3.2.5 は地盤 B および C での同様の周波数特性を示している． 

 全般的に見れば，地盤Ａ，Ｂ，Ｃでの第 1 層の最大鉛直応力（ max ）の卓越周期は地盤Ａより地盤

Ｃの方が短くなっているが，地盤Ａでは sec15.00 T （ Hzf 7.6 ）において 0max 2  になるような

図 3.1.3 で示した共鳴現象が現われており，地盤特性の相違によって鉛直応力の大きさと卓越周期が大

きく変化することが注目される． 

 

3.3 多層弾性地盤上の構造物への突き上げ力特性 

 3.3-1 3 層弾性地盤上の剛体への突き上げ力特性 3.3) 

ここでは,図 3.3.1 に示すような 3 層弾性地盤上の剛体への突き上げ力に着目する．この問題は 3 次元問

題になるので，図 3.3.2 に示すような 3 次元軸対称問題として FEM モデルによる数値解析を行う．地

盤特性は表 3.1.1 と同じであるが，3 次元波動解析では縦波と横波が混在するので，表 3.3.1 に示すよう

な横波速度（ 3,2,1, iVsi ）も考慮した地盤 A,B,C を想定し,基盤層の厚さ（ BH ）は有限長で，その底

面に式(3.2.1)の第 1 波に相当する鉛直方向の変位または速度を与える．すなわち， 

 ptutU z cos1)0,( 0  ， 00 Tt  ， ptvtVz sin)0,( 0 ， 00 Tt               (3.3.1) 

 なお，時刻： 0Tt  では，底面での反射の影響をできるだけ避けるために図 3.3.2 に示すような粘性

境界として取り扱う．各層（ 3,2,1i ）の縦弾性係数（ iE ），横弾性係数（ iG ）およびポアソン比（ i ）

は以下のように与えている． 

  
 
  1/2

2/

2

2






sipi

sipi
i

VV

VV
 ， 2

siii VG  ，   iii GE  12                  (3.3.2) 
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図 3.3.1 3 層地盤上の剛体                       

 

 

図 3.3.2 3 次元軸対称 FEM モデル 3) 

 

 各要素内の応力ベクトル：  Txzzxm σ ，ひずみベクトル：  Txzzxm ε と

し，弾性方程式を mmm εEσ  ， mE ：弾性係数行列，と表し，全節点に関する式(3.3.3)の運動方程式

の数値解析を行った． 

   PKuuCuM                                  (3.3.3) 

 ここに，M ：質量行列，C ：減衰行列，K ：剛性行列， P ：自重による節点力ベクトル， u ，u ，

u ：節点加速度，速度，変位ベクトルである．時間積分法の陽解法を用い，Courant 条件を満足する微

小時間増分を用いた時刻歴応答解析を行った．ただし以下の解析例では 0C  としている．また，図 3.3.2

の FEM モデルでは，剛体は地盤上に載っており，剛体底面と地盤の接触面の節点にはジョイント要素

を挿入し，引張力は伝達しないように配慮している． 

 以下，図 3.3.2 の FEM モデルで，層厚，幅および要素分割数は， mH 101  ， 101 m ， mH 202  ， 

 

表 3.3.1 弾性地盤特性 

 第 1 層 第 2 層 

)/( 3mti  )/( smVpi  )/( smVsi  )/( 3mti  )/( smVpi  )/( smVsi  

地盤 A 1.5 300 100 １.6 600 200 

地盤 B 1.5 300 100 2.0 1000 300 

地盤 C 1.6 600 200 2.0 1000 300 

(注) 基盤層は， 3/0.2 mtB  ， smVpB /3000 ， smVsB /800 である． 

 

202 m ， mH B 40 ， 20Bm ，および mB 51  ， 51 n ， mB 202  ， 102 n ， mB 1003  ， 103 n

基盤層

支持層

剛体(Mu0)

地表 地表

HB

H１

H２
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とし，剛体の底面積を 2
0 79mA f  とした場合の解析結果を以下に示す． 

図 3.3.3 は地盤 A で，剛体の質量， tMu 5000  ，入射速度， smv /1.00  のときの剛体の最大地盤反

力（突き上げ力）の応答を示している．剛体の自重： gMW uu  00 ， :g 重力加速度，は tf500 である

が, 04.00 T ， sec05.0 での，動的ピーク値は 4000～ tf4500 と静的反力の 8～9 倍に上っており，剛体

底面の平均圧力で見れば，動的 

 

剛体の地盤反力応答（地盤A，Mu0=500t，v0=0.1m/s)
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図 3.3.3 剛体の地盤反力応答（地盤 A, tMu 5000  ， smv /1.00  ） 

 

剛体の地盤反力応答(T0=0.04sec,v0=0.1m/s)

-7000

-6000

-5000

-4000

-3000

-2000

-1000

0

1000

0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1 0.12 0.14 0.16 0.18 0.2 0.22 0.24 0.26

Time (sec)

地
盤

反
力

(t
f)

Mu0=200ton

500ton

1000ton

 
図 3.3.4 剛体の地盤反力応答（地盤 A， smv /1.00  ， sec04.00 T ） 

 

剛体底面での最大圧力(PBm)と自重(Mu0 g)の関係 （地盤A,T0=0.04sec）
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図 3.3.5 地盤上の剛体底面での最大平均圧力と剛体の自重との関係（地盤 A,T0=0.04sec） 

 

圧力のピーク値は 0.51～0.57 MPa となり，入射応力： MPavVpBB 6.000   とほぼ同じになっ



33 

ている．つぎに，地盤 A で，剛体の質量を tMu 2000  ， t500 および t1000 での sec04.00 T における

最大地盤反力 (突き上げ力）の変化を調べたものが図 3.3.4 である．明らかに，剛体の自重

（ gMW uu  00 ）が大きくなると突き上げ力も大きくなっているが，静的反力に対する動的最大ピー

クの比で見ると，剛体の自重が小さい程静的反力に対する動的ピーク値の比が大きくなっている．ま

た，図 3.3.5 での剛体底面での地盤の接触面での平均圧力での静的圧力を除いた動的圧力（ BmP )で見

れば， tfWu 1000  では BmP の最大値の入射応力( 0 )に対する比は 4.0 で， tfWu 5000  では 83.0 ，

tfWu 30000  では 32.1 となっており，剛体底面での,鉛直圧力の反射率は自重の増加につれて大きくな

っていると言える． 

 

最大地盤反力の周波数特性（Mu0=500t,v0=0.1m/s）
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図 3.3.6 最大地盤反力の周波数特性（ tMu 5000  ， smv /1.00  ） 

 

一方，図 3.3.6 は地盤 A,B および C での剛体の最大地盤反力と周波数（ 0/1 Tf  ）の関係を示してい

る． 地盤 A および B では sec04.00 T 付近の狭い周波数領域で大きな突き上げ力が発生しているのに

比べて地盤 C では sec1.005.00 T の比較的広い周波数領域で大きな突き上げ力が発生していること

が分かり，多層地盤の特性の相違によって卓越する周波数領域も異なることに注目される． 

 

 3.3-2  3 層弾性地盤上の高架橋橋脚への突き上げ力による柱断面の軸方向応力特性 3) 

 図 3.3.1 および 3.3.2 に示した 3 層弾性地盤上の剛体の代わりに図 3.3.7 に示すような高架橋単柱式橋

脚がある場合を考える．解析モデルでは上部工は質量 0uM の剛体，基礎は質量 ftM の剛体とし，高さ

cH の柱部は cm 分割した質量・バネモデルから構成されており，分割長は cci mHH / ，質量は

ccolci mMM / ， ccccol HAM  ， 4/
2

cc DA  であり，バネ係数は iccci HAEk  / ， cE は柱の弾

性係数，である． 
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図 3.3.7 高架橋橋脚の解析モデル 

 

 図 3.3.7 の高架橋橋脚の解析モデルが図 3.3.1 および 3.3.2 の 3 層弾性地盤上に載っている場合の第 3
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層（基盤層）の底面から式(3.3.1)の鉛直変位または速度が入射したときの基礎工からの突き上げ力によ

る柱断面に発生する軸方向応力特性の問題を取り上げる．ただし，図 3.3.7 の橋脚基礎杭の影響は第 1

層の地盤剛性の増加によって配慮する． 

以下， 地盤形状は図 3.3.2 で mH 101  ， 101 m ， mH 202  ， 202 m ， mH B 40 ， 20Bm ， mB 51  ，

51 n ， mB 202  ， 102 n ， mB 1003  ， 103 n とし,橋脚形状は mHc 10 ， mDc 3 ， tMu 5500  ，

283ftM t，とする．最初に,図 3.3.8 は表 3.1 の地盤 A において，基盤層の底面に与える式(3.3.1)の 

 

j基礎底面の地盤反力応答(地盤A, v0=0.2m/s
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図 3.3.8 橋脚基礎底面での地盤反力（突き上げ力）の応答（地盤 A, smv /2.00  ） 

 

鉛直入射速度を smv /2.00  ，入射応力では 00 vVpBB   MPa2.1 （圧縮）としたときの橋脚基

礎底面での地盤反力（突き上げ力）の応答を示している．橋脚の全自重（ 0fP ）は約 tf1000 （9.8 MN ）

であり，最大突き上げ力（ fmP ）は sec04.00 T において 011 ffm PP  に達しており，基礎底面での最

大平均圧力でみれば，1.4 MPa であり入射応力（ MPa2.10  ）の 1.17 倍に相当している．また，周

期 sec1.00 T （周波数 Hzf 10 ）の領域では最大突き上げ力は大幅に減少していることが分かる．一

方，図 3.3.9 は，高架橋柱中央部での軸方向応力の応答を示しており， sec04.00 T では，最大圧縮応

力は MPa15 ，最大引張応力は MPa12 であり，入射応力の 10 倍以上になっており，橋脚柱が鉄筋コン

クリート（ RC ）であれば，ひびわれ発生強度をはるかに超える値になっており，本解析モデルの橋脚

RC 柱は引張破壊する可能性が指摘できる． 

 

橋脚柱中央での軸方向応力応答(地盤A,v0=0.2m/s）
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図 3.3.9 橋脚柱中央部の軸方向応力応答（地盤 A, smv /2.00  ） 

 

 つぎに，図 3.3.10，図 3.3.11 および図 3.3.12 は，表 3.3.1 の地盤 A,B および C での同じ解析条件での

柱の上下端および中央での最大軸方向応力と周波数（ 0/1 Tf  ）の関係を示したものである．いずれ

のケースでも柱の下端で最大軸方向応力が中央部および上端より大きくなっているが，地盤 A および

B ではその差が顕著ではない，一方，地盤 A および B では， 04.00 T ～ sec05.0 での大きな軸方向応

力が発生しているが，地盤 C では sec05.00 T 近傍と sec15.00 T の近傍の離れた２つの周波数領域に

おいて大きな軸方向応力が発生しており，この現象は図 3.3.6 で示した剛体への突き上げ力の周波数 
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柱の最大軸方向応力（地盤A,v0=0.2m/s)
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図 3.3.10 橋脚柱の最大応力の周波数特性（地盤 A, MPasmv 2.1,/2.0 00   ） 

 

柱の最大軸方向応力（地盤B,v0=0.2m/s)

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3

T0 (sec)

圧
縮

(M
P

a)
　

　
　

　
　

引
張

(M
P

a)

柱下端（引張）

々（圧縮）

柱中央（引張）

々（圧縮）

柱上端（引張）

々（圧縮）

 
図 3.3.11 橋脚柱の最大応力の周波数特性（地盤 B, smv /2.00  ， MPa2.10  ） 

 

柱の最大軸方向応力（地盤C,v0=0.2m/s)
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図 3.3.12 橋脚柱の最大応力の周波数特性（地盤 C, smv /2.00  ， MPa2.10  ） 

 

特性に対応していると思われる． 

 以上，まとめると，高架橋柱部に大きな圧縮および引張応力が発生する周波数特性は，図 3.3.5 で示

した多層弾性地盤上の剛体の鉛直地盤反力（突き上げ力）の周波数特性と一致しており，また柱断面
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の最大軸方向引張応力は自重による静的圧縮応力の 10 倍以上にも達すると言える． したがって，RC

高架橋の柱部を引張破壊させないためには，自重による応力をコンクリートの静的引張強度の 1/10 以

下に抑える必要があるとも言える． 

 

3.4. 基盤層への入射応力（σ0）について－兵庫県南部地震での事例からの検証－ 

 3.4-1 上部工の無い RC 杭のひび割れ損傷事例 3.4) 

 1995 年 1 月 17 日の阪神・淡路大震災では，神戸市兵庫区のある建築現場において建設途上で上部工

を有しない RC 杭にひび割れ損傷が発生した多くの事例があった．図 3.4.1 はその一例であるが，ひ 

 
図 3.4.1 上載荷重の無い RC 杭のひび割れ損傷例 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2 杭の配筋と周辺地盤状況 

 

び割れ幅が 1.5mm になるような大きなひび割れが杭中央下部に見られた．なお，周辺地盤には液状化

による噴射，不同沈下は認められていない． 
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 本杭は拡底アースドリル工法で施工されたもので，この工法が認定工法に採用されただけに施工計

画書に従って，とくに入念施工・品質管理が行われており，震災前には施工したすべての杭のコンク

リート圧縮強度は材令 56 日で 387-496kgf/cm2 であり，震災後のコアー抜き供試体でのコンクリート圧

縮強度は，413-459kgf/cm2 であり，これらの強度はいずれも設計基準強度（FC300）を十分満足してい

た．なお，杭長は 17m で杭径は 1.7m，拡底部径は 2.9m である． 

上部工が無ければ上部工の慣性力が無いので，地震時には RC 杭は周辺地盤と同じように運動し，曲

げ応力が発生しないはずなのに，なぜひび割れが発生したのか？その原因については，いろいろな議

論のあるところであるが，ここでは，RC 杭下端の拡底部からの突き上げ力によって誘発された圧縮力

が上端で反射し，圧縮・引張力の反復によって杭断面に軸引張力が働いてひび割れが発生したと考え，

ひび割れの発生に必要な突き上げ力の特性について検討を行う． 

ひび割れが確認された杭の周辺地盤状況は．図 3.4.2 に示すように，杭上部の地盤はシルト細砂また

は粘土層であるが，杭下部の地盤は砂礫層になっている．したがって，杭下端の拡底部からの継続時

間の短いパルス状の圧縮力が入射すると杭の上端は自由であることによる反射し，引張力として下端

へ伝達され，杭断面には入射圧縮応力と反射引張応力の重畳が起こり，時間帯によっては軸引張が支

配するので，RC 杭のコンクリートの引張強度を超えるような大きな引張応力が発生する入力条件につ

いて調べる． 

     

 

図 3.4.3 多層地盤内の RC 杭と入射波 

 

 

 

 

 

図 3.4.4 3 次元軸対称 FEM モデル 

 

図 3.4.3 に示すような 3 層弾性地盤の第 1 層は杭部を含む軟弱層であり，第 2 層は支持層，第 3 層は

基盤層で，杭長は 17m であるので， 1H =17m， mH 202  ， mH B 40 とし，要素分割は図 3.3.2 の場

合とほぼ同じで， 171 m ， 202 m ， 20Bm とし, mB 45.11  ， mB 32  ， mB 203  ， mB 1004  で，

21 n ， 32 n ， 103 n ， 104 n とする．杭部は，図 3.3.7 に示した高架橋橋脚に適用した質量－バ

ネモデル（ただし,拡底部は剛体と仮定）により取り扱い，分割数は 10 とした．また，杭拡底部と地盤

との接触面にはジョイント要素を入れ，圧縮力のみが伝達するように配慮している．また，杭と周辺

地盤との摩擦は無視しており，基盤層底面に適用した鉛直入射変位または速度は式(3,1)と同じ以下の

式によっている．  

   ptutU z cos1)0,( 0  ， 00 Tt  ， ptvtVz sin)0,( 0 ， 00 Tt            (3.4.1) 

 ただし， 0Tt  では基盤層底面は粘性境界としている． 

 図 3.4.5 は，表 3.3.1 の地盤 A において smv /5.00  ，入射応力では， 00 vVpBB   により

MPa30  に相当，であるときの拡底部を除く杭断面での最大軸引張応力度の軸方向分布を示してい

z

第1層

第2層

基盤層

０
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FB(t)：入射波

HB
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る．周期： sec07.004.0 0 T （周波数： Hzf 1425  ）の領域では，最大引張応力（ maxt ）は杭下

端部に発生し， MPatm 5.135.12  （ 05.41.4  に相当）となり，コンクリートのひび割れ発生応力

度をはるかに超える値になっているが，図 3.4.1 での大きなひび割れ幅の発生位置は中央部の軸方向鉄

筋の段落とし部の少し下部に発生しており，この部分に下端より大きな引張応力が出るのは，

sec02.001.00 T （ Hzf 10050 ）の周波数領域であり， MPatm 8 程度である．一方，表 3.3.1

の地盤 B を適用した場合の最大軸方向応力を示したものが図 3.4.6 である．杭中央部に最大引張応力が

発生するのは sec01.00 T （ Hz100 ）の場合のみであり， MPatm 9 程度になっている．なお，

sec01.00 T の超短周期領域の解析には，FEM 要素分割の細密化が必要になりここでは省略しているが，

図 3.4.2 の地盤図は表 3.3.1 の地盤 A と地盤 B の特性に含まれているものと考える． 

以上の結果，衝撃引張荷重の下でのコンクリートのひび割れ発生応力度は静的引張応力度よりかな

り大きくなると思われるが， tm 8 ～ MPa9 =80～ 2/90 cmkgf はひび割れ発生を起こすのに十分な値

と思われるので，基盤層での入射応力： MPa30  は本 RC 杭の中央部にひび割れを発生させるに十

分な値と推測でき，3.3.2 で取り上げた兵庫県南部地震での高架橋 RC 橋脚の柱部を引張破壊させるに

十分な入射応力（ 0 ）の存在の証拠の一つになり得るものと思われる． 

 

杭の位置と最大軸方向引張応力の関係（地盤A,v0=0.5m/s)
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図 3.4.5 杭断面での最大軸引張応力度の分布（地盤 A, smv /5.00  ） 

 

杭の位置と最大軸方向引張応力の関係（地盤B,v0=0.5m/s)
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図 3.4.6 杭断面での最大軸引張応力度の分布（地盤 B, smv /5.00  ） 

 

 

 3.4-2 海震の観測からの入射波の周波数特性の検討 

 文献 3.5)，3.6), 3.7)によれば，兵庫県南部地震に播磨灘沖を航行中の「フェリーおおさか(9000 トン

級)」（震央距離約 28km）では吹き抜け部のシャンデリア 2 個が落下破壊しており,また，明石海峡を航

行中の「あさぎり丸(千トン級)」および「クイーンダイヤモンド号(九千トン級)」の船長らによる“衝撃



39 

的上下動に見舞われ，一瞬操縦困難に陥った”との証言もあった．それらの船の航行海域での水深は 30m

から 100m 程度と推測される． 

以下，図 3.4.7 に示すように，海震における浮体構造物の喫水面（ dHz  ）での圧力応答について

検討する． 構造物は剛体と見なし，自重と浮力はつりあっているので，ここでは自重を考慮せず，厚

さ H の水層と半無限弾性基盤の 2 層からなる弾性体への基盤層の深部からの鉛直入射波による浮体構

造物の喫水面での圧力応答を調べる． 

 

 
図 3.4.7 海震における浮体構造物への圧力 

 

前述の式(3.1.9)および(3.1.10)で示したように，基盤層深部からの入射変位および速度ならびに応力波を

以下のように与える． 

 )cos(),( 202 zfptuztU  ， )sin(),( 202 zfptvztV  ， )sin(),( 202 zfptztS      (3.4.2) 

 ここに， 00 puv  ， 0220 vVp   ，ただし引張を正とする． 

 海水層での密度および縦波速度は， 3
1 /0.1 mt ， smVp /15001  とし，基盤層のそれらを

3
2 /5.2 mt ， smVp /50002  とすれば，インピーダンス比： 12.0/ 2211  pp VV  であり，式(3.1.13)

より海水層での応力波は以下のように表せる． 
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                    (3.4.3) 

 つぎに，下層地盤の深部から上方に向かう弾性地盤内の鉛直入射変位波として式(1.3)の実部を採り

以下のように与える． 

   )cos(),( 202 zfptuztU                               (3.4.4) 

 ここに， 0u ：入射波の鉛直変位振幅， 0/2 Tp  ， 0T ：周期， 22 /2 Lf  ， 2L ：入射波の波長( )20 pVT

である．また，式(3.3.1)の鉛直入射変位波を，鉛直入射速度または鉛直入射応力で表せば， 

   )sin(),( 202 zfptvztV  ， )sin(),( 202 zfptztS                   (3.4.5) 

 ここに， 00 puv  ， 0220 vVp   ，ただし引張を正とする． 

海底地盤での密度と縦波速度を 3
2 /5.2 mt ， smVp /50002  と仮定すれば，インピーダンス比：

12.0/ 2211  pp VV  であり，式（3.4.3）を用いて，喫水面（ mHd 5 ）での最大圧力の入射応力

（ 0 ）に対する比（ 0max /p ）と周波数（ 0/ Tf ）との関係を求めれば，図 3.4.8 のようになり，ま

た，喫水面（ mHd 10 ）での同様の関係を示せば，図 3.4.9 のようになる．いずれの喫水面において

も， mH 80 の海底では， sec03.00 T （ Hzf 33 ）と sec07.00 T （ Hzf 14 ）の時に大きな圧力が

発生しており，前述のクイーンダイヤモンド号の船長が経験された海震の周波数は Hz14 から Hz30 の

領域にあったと推測される． 
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喫水面（Hz=-5m)での最大圧力の入射応力に対する比
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図 3.4.8 喫水面（ mHd 5 ）での圧力の周波数特性 

 

喫水面（Hz=-10m)での最大圧力の入射応力に対する比
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図 3.4.9 喫水面（ mHd 10 ）での圧力の周波数特性 
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４．積層繊維補強ゴムを用いた衝撃緩衝材の提案 
 

4.1 はじめに 

衝撃緩衝材として，ゴムに繊維を積層埋設し剛性と強度を向上させた積層繊維補強ゴム（写真 4.1）

に着目した．積層繊維補強ゴムは，繊維の非可逆的な塑性変形や破壊によって衝撃エネルギーを吸収

するとともに，ゴム本来の柔軟性による衝撃荷重の低減効果をも期待した緩衝材である． 

ここでは，積層繊維補強ゴムの静的な力学特性や衝撃的な外力が作用した際の力学特性について整

理するとともに，それらの結果から，積層繊維補強ゴムを衝撃緩衝材として適用する際の定量的な設

計手法について提案を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 静的力学特性 

 積層繊維補強ゴム試験体の埋設繊維の種類は，表 4.1に示す破断強度が異なる 3種類の汎用繊維とし，

ゴムは硬度 65 の天然ゴムを使用した．試験体の形状は，縦 150mm×横 150mm×厚さ 50mm とし，表 4.1

に示す繊維材を硬度 65 のゴム中に，厚さ方向に対して均等に 1, 5, 25, 50 枚積層埋設した． 

 静的圧縮実験より得られた荷重～変位関係を図 4.1 に示す．図 4.1 に示す荷重～変位関係には，剛性

が急激に変化する降伏点（埋設繊維の初期破断点）が存在する．その後も埋設繊維が逐次破断するこ

とにより，変位が進行してもほぼ一定の荷重レベルを示すことがわかる． 

 この降伏荷重は，図 4.2 に示すように各繊維強度とも積層枚数と比例関係にあることから，埋設繊維

の強度や積層枚数を適宜選択することにより，任意に降伏荷重を設定できるといえる．すなわち，積

層繊維補強ゴムは，降伏点の存在により，ゴム単体では実現できなかった従来の耐力を基にした設計

手法が可能になるとともに，任意に降伏荷重を設定できる非常に設計自由度の大きい材料であるとい

える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1 ゴムおよび繊維の材料諸元 

 
積層繊維補強ゴム 

ゴ ム 
高強度繊維 中強度繊維 低強度繊維 ゴ ム 

材質 ナイロン 6,6-ナイロン ビニロン 
天然ゴム 

(NR)系 
天然ゴム(NR)系 

引張強度 1764 (N/cm) 882 (N/cm) 588 (N/cm) 10.2 (MPa) 20.4 (MPa) 10.2 (MPa) 

破断時 

の伸び 
40 (%) 25 (%) 20 (%) 600 (%) 600 (%) 600 (%) 

硬度 － － － 65 50 65 

構成糸 2520 (denier) 1260 (denier) 1200 (denier) － － － 

 

ゴム 繊維 

写真 4.1 積層繊維補強ゴム（断面写真） 
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4.3 動的力学特性 

衝撃緩衝材として積層繊維補強ゴムを適用する際には，高速圧縮されると考えられる．そのため，

静的圧縮実験と同様の供試体を用いて，急速載荷装置を用いて，載荷速度 10-2, 10-1, 1.0m/sec にて高速

圧縮をおこなった．得られた荷重～変位関係を図 4.3 に示す．図 4.3 より，積層繊維補強ゴムは，降伏

点までの荷重～変位関係では通常のゴムと比較して載荷速度の影響が小さく，降伏点以降では，繊維

の破断によりゴムの影響が支配的になるため，やや速度依存性を有することが確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 積層繊維補強ゴムの荷重～変位関係の一例 

図 4.2 降伏荷重～積層枚数関係 

図 4.3 高速載荷実験結果の一例 
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4.4 衝撃緩衝効果 

 積層繊維補強ゴムに衝撃的な外力が作用した際の緩衝効果を検証することを目的として，落錘式衝

撃実験を実施した．本実験に使用した供試体も静的圧縮実験と同じとした．作用する衝撃的外力（エ

ネルギー）は，積層繊維補強ゴムの埋設繊維が破断しないエネルギー量 1.0kN･m と確実に破断するエ

ネルギー量 10.0kN･m に相当する． 

得られた衝撃荷重～時間関係を図 4.4 に示す．図 4.4 より，埋設繊維が破断しない外力レベル（1.0kN･

m）では，通常のゴムと比較して，積層繊維補強ゴムの方がゴム単体と比較して剛性が大きいため衝撃

荷重が大きい値を示すが，繊維が確実に破断する外力レベル（10.0kN･m）では，繊維が破断すること

で通常のゴムより衝撃荷重が小さい値を示した． 

以上のことを，図 4.5 に示す硬度 50 のゴムと積層繊維補強ゴム（低強度繊維 5PLY）の衝撃荷重～入

力エネルギー関係を比較して示した．積層繊維補強ゴムは，通常のゴムと比較して，あるエネルギー

量を境に衝撃荷重が小さくなることがわかる．さらに，埋設繊維が破断し始める入力エネルギーレベ

ルでは，衝撃荷重の増加率も小さくなり，通常のゴムと比較して，幅広いエネルギーレベルで衝撃荷

重を低減する効果を有するといえ，非常に有用な衝撃緩衝材といえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 硬度 50 のゴムと積層繊維補強ゴム（低強度繊維 5PLY）の比較 

図 4.4(a) 衝撃荷重～時間関係 

入力エネルギー1.0kN･m 

図 4.4(b) 衝撃荷重～時間関係 
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4.5 積層繊維補強ゴムの設計手法の提案 

 一般に，ゴムなどの弾性材料では，荷重～変位関係が 2 次曲線的に増加するため，エネルギー～発

生荷重関係も同様の傾向となり，与えられるエネルギーが増加するとともに発生荷重も増加する．こ

のような力学特性では，構造物に想定以上の衝撃エネルギーが作用した場合，発生する衝撃荷重が構

造物の設計耐力以上となる可能性が懸念される． 

しかし，積層繊維補強ゴムは，ある荷重レベルに達した後に変形が進行しても荷重レベルをほぼ一

定値に保つような力学特性を示すため，その荷重レベルを十分に考慮して設計すれば，与えられるエ

ネルギーが増加しても発生荷重をある一定値に抑えることができるといえる．積層繊維補強ゴムでは，

この荷重レベルを降伏点（降伏荷重）と設定することで，構造物の安全性を向上させる緩衝材として

の機能を確実に発揮するものといえる． 

以上のことを要約すると，積層繊維補強ゴムの設計概念は図 4.6 に示すようになる．図 4.6 より，供

用期間中に発生する確率は高いものの比較的小さい外力に対しては，積層繊維補強ゴムの弾性範囲内

で対応し，供用期間中に発生する確率は小さいものの大きな外力に対しては，積層繊維補強ゴムの降

伏点以降の変形性能で対応し，想定される構造物の限界強度以下で，かつ，作用するエネルギーを吸

収するように設定されることが望ましいといえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6 おわりに 

＜積層繊維補強ゴムの設計条件＞ 

① R＜Py 

② Rmax＞Py かつ Rmax＞Pmax 

③ 作用する E＜EPRF 

 破壊荷重？(ゴム) 

荷重 P 

変位 

積層繊維補強ゴム 

通常のゴム 吸収エネルギーEPRF  

降伏荷重Py 

設計荷重R 

設計変位 

構造物の限界荷重Rmax 

Pmax 

図 4.6 PRF 緩衝材の設計概念図 

図 4.7 衝撃的な外力が作用した際の応答特性の評価実験のイメージ図 

レーザー式変位計 

供試体 

重錘 

伝達側冶具 

載荷板 

ひずみゲージ（入力側） 

ひずみゲージ（出力側） 
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本報告では，積層繊維補強ゴムの力学特生と衝撃緩衝効果について述べ，それを衝撃緩衝材として

適用する際の設計手法について整理した．これまでの研究では，積層繊維補強ゴムの素材としての力

学特性や衝撃的な外力を作用させた場合の衝撃伝達荷重（出力側）について着目していた． 

今後は，積層繊維補強ゴムの特性を活かし，図 4.7 に示すように，衝撃的な力が作用した場合の衝撃

外力（入力側）と衝撃伝達荷重（出力側）の応答特性の違いなどについて実験的に考察するとともに，

実橋梁に適用する際のデバイスとしての構造検討を行うなどして，あらゆる方向に対して有効な衝撃

緩衝材の提案を行う予定である．  
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あとがき 

 
 “地震による構造物の損傷に与える影響は水平動によるものがほとんどで，鉛直動によるものは少

ない”と一般的には言われてきましたが，直下地震のように震源から比較的近い位置にある構造物に

対してもこの考えが当てはまるのでしょうか？ 本研究グループは，兵庫県南部地震での構造物の被害

を中心に分析した結果，高架橋の橋脚や地下鉄駅舎などの柱部の損傷は短周期の上下動による影響と

の見方を固め，平成 27，28 年度の 2 年間の活動を続けて参りました．  

“地震動は「複雑さの 3 乗」である”とは，確か，故・金井清先生（元東京大学地震研究所教授）の

お言葉であったように思いますが，構造物に与える地盤振動の卓越周期は水平動に比べて上下動がは

るかに短く，高周波領域での地盤と構造物の動的特性の評価は非常に複雑な問題と言わねばなりませ

ん． 

 本報告書は 2 年間の成果をまとめたものでありますが，課題の大きさに比べて得られた知見はごく

限られたものであり，今後のより広範な議論のきっかけにでもなればと願うところであります．  
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付録 

 

都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 27 年度第 1 回議事録 

 

・日  時：2015 年 4 月 21 日(火)  13:30～16:30 

・場  所：神戸大学都市安全研究センター 2 階会議室 R208 

・出 席 者：石丸委員(代表)，櫻井委員，野中委員，園田委員，前原委員，中岡委員，西本委員 

・欠 席 者：酒造委員，佐藤委員 

 

・配布資料： 

1-1. 開催案内・議事次第 

1-2. 情報交換会 議事録(3 月 25 日） 

1-3. 資料手渡しメモ(4.18, 4.20)，説明と資料手渡しメモ(2.20) 

  1-4. 年次講演・発表会等の投稿の取組状況 

1-5. 地震時の強力な衝撃的鉛直動の局在波的な形態の検証に向けて(平成 27 年度土木学会関西支部) 

  1-6. [随想]見落とされてきた地震時鉛直キラーパルス(検討用,常磐 No.75 用原稿) 

  1-7. 仮題：直下型地震での構造物への突き上げ力と発生機構 

 

・議  事：  

（１） 本研究会の研究代表石丸委員より挨拶および研究会の開催経緯について説明された． 

 

（２） 出席者の自己紹介が行われた． 

 

（３） 前原委員からの活動報告： 

１．情報交換会の報告： 

櫻井委員が代表を務める内陸直下型地震における耐震問題研究会にて行われたオークラン

ド大学教授・東京工業大学客員教授  Nawawi Chouw 先生との情報交換会の講演要点の報告

がなされた． 

その中で，兵庫県南部地震での水平動より強い鉛直動の話題と外国では鉛直ばね付き免震

ゴム支承が使われている話題の報告があった． 

２．活動紹介資料の配布状況： 

 ・2 月(20 日)から 4 月(18 日,20 日)の資料の配付状況を報告．その中で藤永准教授(2.20)に面

会して説明できたことで藤谷教授，向井准教授を含め３名の建築学科の先生に説明できた．

数学科の先生 3 名にも既に説明いる．しかし土木系の先生方にはまだ接触できていない． 

  ・資料外であるが 1 月 24 日には石橋克彦神戸大学名誉教授にも資料を渡している． 

    川島一彦名誉教授(東京工業大学)には 4 月 20 日に資料を手渡す依頼をしている． 

（23 日の状況確認で事務局担当者は手渡し損ねました．資料には手渡し不可と修正記載の

予定） 

３．例年の年次発表会等３件の取組状況： 

・関西支部の年次講演会(5 月 30 日)の投稿原稿が資料 1-5 で，表題は，「地震時の強力な衝撃的鉛

直動の局在波的な形態の検証に向けて」． 

  ・近畿地整局(A4-6 頁)と安全工学シンポジューム(A4-4 頁)も申込み課題の採択通知があった．表

題はそれぞれ，「阪神淡路大震災での衝撃的鉛直地震動とその局在波的性質」，「見落とされてい

る強力な衝撃的鉛直地震動の問題を考える」． 

  ・上記の３件の今年の発表は局在波的な特徴に着目したもので，関西支部の原稿･資料 1-5 が概要

に相当し，資料の補足量と説明の焦点を少し変化させて，後の２件の原稿を作成する予定． 

・資料 1-6 は同窓会誌用の原稿(資料 1-4 の第 4 項)で，本音の話を随想として少し書き込んでいる．

安全工学の原稿ではその部分を除き，現象(海震・跳び石)や破壊事例を中心に纏める予定． 
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（４）今後の共同研究グループとしての活動について石丸委員より説明があった． 

・関西支部事務局とのやりとりと今日の開催経緯について報告があった． 

  ・共同研究会は年 4 回を予定している．ワークショップは来年の関西支部の年次大会に予定する． 

  ・助成金の使途で，旅費の対象者を野中委員，中岡委員，西本委員とする． 

  ・衝撃問題の古い年代の研究者の話があり，谷村先生(大阪府立大学)や小林先生(大阪市立大学)の

話があった． 

    ・鉛直ばね付き免震ゴム支承の現状に関し GERB 社(独)等を含め西本委員に調査戴くことに

する． 

 

（５）日本地震学会 2015 年度秋季大会（神戸国際会議場）における論文発表について園田委員より説

明された． 

  ・多層弾性地盤を 1 次元のマス・バネモデルで表し，重複反射理論(金井の解)の検討では，層厚を

反映した 1/4 波長則に相当する固有周期のピークが現れた．小さい周期で大きなピークが出てい

る． 

・3 次元軸対称 FEM モデルによる橋脚(単柱)と多層地盤に似せるように，地盤と構造体との間に

ジョイント要素(引張力は０)を入れ，段階的にモデルの形態を変えて，入射波の周期 To と入射

速度 Vo，構造物の自重を変化させて試算をし，傾向を順次確かめながらモデルの精度を上げた． 

・3 次元軸対称 FEM による試算結果の特徴的な事柄は，入射速度 Vo が小さいと自重による応力

内で発生応力波は振動する．Vo＝0.1m/s では入射波周期 To＞0.05sec でパルス状の突き上げ力が

発生する．To＝0.1sec の時には地盤中央の最大応力は自重の 3.5 倍に達した．観測時間(Tobs＜

0.28sec)内で第 2 波の応答値が大きくなる場合がある． 

・橋脚と地盤をモデル化した試算結果は，圧縮側の最大応答値は To＝0.1－0.25sec の広い周波数帯

域で現れるが，引張側では To＝0.05－0.1sec と比較的狭い周波数帯域で現れる．自重による応力

を加味すると，高周波域の動的最大応力は圧縮側と引張側でほぼ同じになっている． 

・入射波の周期が高架橋の鉛直固有周期がほぼ同じような状態で，大きな鉛直速度を受けるとコ

ンクリートのひび割れ破壊が発生し，その後，圧縮力による交番損傷に繋がることが指摘され

る． 

 

（６）投稿の取組状態について前原委員より説明があった． 

  ・櫻井委員，園田委員及び前原幹事の 3 名が地震学会の会員申込をし，今日開かれる理事会で承

認されると通知と一緒に会費納入書が届く予定．秋季大会は 10 月 26 日(月)－28 日(水)に開催予

定． 

  ・秋季大会の案内は 7 月のニュスレター等で公開される予定で，予稿集原稿は A4-1 頁です． 

  ・題名については 3 題を予定しており，下記の方針になった． 

1．前原幹事担当分は「強烈な衝撃的地震動の存在と構造物の破壊形態及び分布の特徴」 

2．園田委員担当分は「直下型地震での構造物への突き上げ力と発生機構」 

3 題目は櫻井代表が担当される．連名者は後日調整するが，2 題目には園田委員，櫻井代表を，

3 題目では櫻井代表，Nawawi 先生，石川委員を予定する． 

 

（７）次回の研究会は西本委員のお世話になり，シバタ工業での開催を予定する． 

 

以上 
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都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 27 年度第 2 回議事録 
 

・日  時：2015 年 8 月 19 日(水)  13:30～16:30 

・場  所：明石工業高等専門学校共同教育センター 

・出 席 者：石丸委員(代表)，櫻井委員，野中委員，園田委員，前原委員，西本委員  

・欠 席 者：酒造委員，佐藤委員，中岡委員 

 

・配布資料： 

2-1. 議事次第 

2-2. 積層繊維補強ゴムの衝撃緩和効果に関する基礎的研究 

2-3. 落橋防止壁用緩衝材 PRF(Poly Rubber Fiber)緩衝材 

  2-4. 千切れたホールダウン金物（中越地震） 

2-5. ダイヤモンド座屈したタンク 

  2-6. [随想] 見落とされてきた地震時鉛直キラーパルス (常磐 No.75 用原稿,7.18 発刊) 

・参考資料： 

･ 共同研究の目的と調査研究事項 (都市直下地震における耐震問題に関する研究) 

･ 直下型地震における構造物への衝撃的突き上げ力（日本地震学会 秋季大会 投稿予稿原稿） 

 

・議  事：  

（１）次年度に向けての研究課題の方向性（櫻井委員より）； 

 ・前回 4 月の研究会の後、今年の中心課題の一つである地震学会秋季大会での発表の件では、吉岡

先生が進められたと思われる特別セッション S22 に 3 題予稿原稿の投稿ができた。初めての経験であ

り手続きに気を遣い少し間が開いた。3 題とも採択される事を期待している。 

 ・免震支承が耐震対策として普及していることに対し、衝撃的突き上げ力の対策は日本では遅れて

いる。外国の状況を調べ、情報を西本委員の下に集めて戴きたい。衝撃的突き上げ力対策を日本で最

初に発案すれば特許の取得を目指すことができる。 

（２）シバタ工業の工場見学の計画； 

・次回の研究会は西本委員のお世話になり、シバタ工業の見学会の開催を予定する。 

・石川先生とシバタ工業の都合を伺い、地震学会秋季大会後の 11 月に開催するように調整する。 

・その時の検討会には地震工学関係のふさわしい方（伯野先生など）の参加が戴けるとよい。 

（３）物体の跳躍に関する研究（石丸委員より）； 

・物体の跳躍現象に関する研究で、石丸委員の主な実験やシｭミレーション等を投影で報告された。 

 ・大町先生等の実験にも不完全さがあるので、跳び石現象を実験的に正確に再現してみたい。 

（４）ゴムと繊維を複合した衝撃緩衝材の研究（西本委員より）； 

・船舶や大型構造物の緩衝材について、その性能などを資料 2-2 に関し投影で説明戴いた。参考とし

て資料 2-3 も合わせて説明された。 

・外国の情報として DIN の規定も調べてみたい。地震時の衝撃問題では上下動とか地震動という表

現は馴染まず、地震時の衝撃力は応力波によると考えられるが、単に衝撃波という表現もその専門

家の立場からはふさわしくない。また地震に対して直下型とか型を付けた表現も馴染まない。 

 そこで「直下型地震」でなく名称や用語は「直下地震」とする提案がされた。 

・局部的な衝撃的突き上げ力対策だけでなく、部分が破壊されても全体は崩壊しないというフェー

ルセーフの思想を構造系には反映させたい。 

（５）その他； 

   ・前原幹事長より資料 2-4、2-5(共に A4-1 枚は言葉を知るための写真が主体)及び 2-6 について簡単

に紹介した。 

 ＊次年度の活動の目標やアイディアに関する項目の案を 9/10 迄に石丸委員に提出する。   以上 
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都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 27 年度第 3 回議事録 

 

・日  時：2015 年 11 月 20 日(金)  13:30～17:30 

・場  所：シバタ工業株式会社 本社工場および会議室 

・出 席 者：櫻井委員，野中委員，園田委員，西本委員，酒造委員，中岡委員，前原委員 

・招聘講師：石川信隆先生(防衛大学校名誉教授) 

・欠 席 者：石丸委員(代表)，佐藤委員 

 

・配布資料： 

3-1. 議事次第 

3-2.『衝撃的上下動に関する実験的研究』防衛大学校名誉教授 石川信隆、2015 年 11 月 20

日 

3-3. 神戸新聞記事 2 篇と日本地震学会秋季大会 S22 の掲載予稿 4 篇 

3-3’. (前記 S22-15 の拡大版) 直下型地震における構造物への衝撃的突き上げ力 

  3-4. シバタ工業株式会社 ～ゴム製品のご紹介～（PT.原稿印刷版） 

  3-5. 公開講演会「地震火山噴火予知に挑む」2015 関西サイエンスフォーラムの次第(A4-2 頁) 

・参考資料： 

･ ダイヤモンド座屈したタンク(写真･A4-1 頁) 

 

・議  事： （＊野中先生の到着を待って議事に入る。） 

（１） 石川先生の話題提供「衝撃的上下動の実験について」； 

・石川先生から PT.により、下記の項目別に高速変形負荷装置(衝撃試験機)を用いての、小型円柱

供試体および橋脚の模型体についての実験的研究の概要を説明戴いた(資料 3-2 参照)。 

１．コンクリート供試体の損傷および鋼板巻き立て補強対策 

２．衝撃的上下動を受けたコンクリート供試体の水平動による損傷 

３．鋼管供試体の損傷 

  ・上記 3 項に関する資料 3-2 は順に、別府先生、原田耕司博士、森雅美先生の博士論文より載荷装

置や試験体の形状と種類および結果などの要点が抜粋してある。説明では載荷装置の衝撃荷重

の伝達手段や実験目的、載荷速度の記録、試験結果の概要等を少し詳しく説明戴いた。 

・なお、上記 2 項の実験は西松建設の研究所の試験機による実験が含まれている。また、3 項の鋼

管の円周座屈の話題に際し、タンクの円周座屈事例の写真(参考資料)を配布した。 

       (＊工場見学の開始時間の関係から議題の順序を下記に変更した。) 

（２） シバタ工業の衝撃緩衝材に関する紹介； 

  ・西本委員から資料 3-4 および PT.により、会社の概要と環境･防災･安全に重点をおいた経営コン

セプトおよびゴムの特性と代表的製品の長靴や主力製品の防舷材について紹介戴いた。 

（３） 工場見学： 

  ・見学は①原料の天然ゴム[板状]、②素材練り合わせ(等級別均質化)、③配合練り合わせ(製品別配

合と練り条件約４百種は企業秘密)、④板状材料からゴムシート(品質･厚さ別)、⑤製品別パーツ

(切り抜き)、⑥製品別金型に立体貼り付け、⑦高温加圧器(架橋接着[化学反応])、⑧製品仕上げ、

と工程順に見学して、主力製品の防舷材の工場(大型高温加圧器は２社のみ)も見学した。 

・そして実験室で防舷材の載荷試験(50%圧縮)と品質試験(ダンベル型試験片、600%引張)を見学。 

（４） 今回の地震学会の 3 篇について； 

  ・地震学会での発表報告として資料 3-3 を基に、前原委員は海震の事例と RC 橋脚の引張(弁天工

区)および圧縮(ピルツ橋脚)の破壊事例の紹介を簡単に報告した。 

・櫻井委員は PT.でトンネルとビルの損壊事例の報告の他、Nawawi先生からの資料の紹介と余震(直

近～40km 離隔)の観測例で直近の波形のみに初期衝撃波が観測できた事を説明された。 

・そしてサンテレビの番組司会者の、今後上下動対策の研究に取り組む締め括りを報告された。 

・園田委員は PT.で衝撃的突き上げ力の発生過程を、予稿資料 3-3’より詳しく報告された。 

（５） その他の審議事項； 

＊ 時間の関係で資料 3-5(大地震直前の電離圏電子数の変動)の説明は省略した。     以上 
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都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 27 年度第 4 回議事録 
 

・日 時：2016 年 1 月 18 日(月) 14:00～17:00 

・場 所：大阪市立大学文化交流センター 小セミナー室 

・出 席 者：櫻井委員，野中委員，園田委員(新代表)，西本委員，前原委員 

・欠 席 者：石丸委員(前代表)，佐藤委員，酒造委員，中岡委員 

・配布資料： 

4-1. 土木学会関西支部共同グループの審議事項 [A4-4 枚綴]； 1)議題･石丸先生からの引継事項， 

2)ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ実施計画書書式，3)ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催及び成果公表について，4)石丸先生からのﾒｰﾙ 

4-2. 西本･園田･小野田：積層繊維補強ゴム緩衝材の設計手法に関する一考察 

土木学会 第 8 回構造物の衝撃問題に関するｼﾝﾎﾟｼﾞｭｰﾑ論文集(2006.11) 

4-2’. (ﾘｰﾌﾚｯﾄ) 落橋防止壁用緩衝材 PRF＊緩衝材，シバタ工業株式会社（＊Poly Rubber Fiber） 

4-3. K.Sonoda，H.Kitoh：Vertical Impulsive Forces to a Structure on Multi-layered Grounds at Near Field 

Earthquake，Memoirs of the Faculty of Eng. Osaka City Univ., Vol.56, Dec.2015 

4-4. PR 活動の報告資料 [A4-4 枚ﾊﾞﾗ]； 

1) (表紙)忘れないで神戸から伝えよう地震時の鉛直衝撃波による驚異的な現象と体験も，H27.12 編集
(3) 

2) 配布先一覧(控)，3) 第 34 回御蔵学校案内ﾋﾞﾗ，4) 跳び笠石と大前氏宅の被災状況(写真) 

・回覧資料： 

※大阪市大保管資料綴一冊（阪神高速道路の被災概要，重度の被災写真綴[橋脚編,支承編]） 

・議 事： 

（１） 経過報告と代表者の交代について；［資料 4-1,1),4)参照］ 

・園田新代表から石丸前代表の手術経過の状況説明があり，代表を交替戴いた事を報告された。 

（２） ワークショップの開催準備について；［資料 4-1,2),3)参照］ 

・6 月 11 日(土)に立命館･草津校でのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催する方針。希望時間帯は 14～15 時，年次学術講

演会概要集への掲載は希望しない案で実施計画書を作成し 25 日までに提出する。 

・当日の発表内容は石丸前代表が纏められた研究成果と活動報告の他，これから纏める成果の一部を

発表し，今後の取り組み方を討議する。ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ後 1 ヶ月以内に成果を支部に報告する。 

（３） 本年度の活動の纏め方と今後の活動計画について； 

＊議題のその他の話題提供(1)西本委員,(2)園田代表の内容を先に説明戴くことにした。 

・西本委員の話題‘衝撃緩衝装置について’では，積層繊維補強ｺﾞﾑの荷重-変位曲線の特徴と緩衝材の

設計の主眼点(吸収ｴﾈﾙｷﾞｰの取り方)をﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ(PT)で説明戴いた。［資料 4-2, 2’参照］ 

・園田代表の話題‘阪神･淡路大震災での高架橋の損傷･破壊事例と考察’では，上記の回覧資料を紹

介戴いた後，PRF のﾊﾞﾈ特性に似せた支承ﾊﾞﾈのマス-バネ系モデルでの，地盤･橋脚の試算例を PT で紹

介され，変位制御に要注意だが発生応力に著しい低減効果がある事を説明された。 

・資料 4-3 は地震学会への投稿予稿の基の研究内容を，工学部の紀要に掲載された論文です。 

・本年度の活動の纏めには前述の石丸前代表が纏められた物に，上記の資料 4-3 を加える。 

・ワークショップ迄にある次の件に関して， 

1. 地球惑星科学連合大会への投稿は見送り，秋の地震学会への参加を目指す。 

2. 土木学会関西支部の年次学術講演会への投稿の件では、共同研究の成果とは別に昨年同様に，前原

委員が証言を中心に纏める資料の内容を投稿する(A4-2 頁，重複の課題有)。 

（４） 今後の会合予定について； 

・年度末の報告資料の取り纏めと提出は園田代表にお願いする。 

・次の会合は，6 月 11 日(土)に立命館･草津校でのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催前に集まる。 

（５） その他； 

・話題提供(3)前原委員の‘PR 活動の報告’は資料 4-4 で状況報告と跳び笠石写真の紹介をした。 

・資料 4-4 の題名にある用語の衝撃波は衝撃的地震動に改め，それを編集(4)とする。 

以上 
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都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 28 年度 第 1 回議事録 
 

・日  時：2016 年 4 月 14 日(木)  14:00～17:00 

・場  所：大阪市立大学文化交流センター 小セミナー室 

・出 席 者：櫻井委員，野中委員，園田委員(代表)，酒造委員 

石丸委員，西本委員，中岡委員，前原委員 

・欠 席 者：佐藤委員 

 

・配布資料：              〈資料提供者〉 

1-1.  第 1 回共同研究会 議事次第〈園田代表〉 

1-2.  平成 27 年度土木学会関西支部 共同研究グループ報告書 

    都市直下地震における耐震問題に関する研究〈石丸委員〉 

1-3-1. 土木学会関西支部 共同研究グループ ワークショップのご案内(チラシ案)〈園田代表〉 

1-3-2.         〃      〃       〃  開催のご案内(作成中の案)〈前原委員〉 

1-4. 建築物に対する震動制御システム ゲルブ社の広報資料〈西本委員〉 

 1-5-1. コイルばね防振軌道システム 清水建設の広報資料〈中岡委員〉 

 1-5-2. コイルばねを用いたフローティングスラブの設計(土木学会第 56 回年次講演会) 〈中岡委員〉 

  1-6-1. 配布先一覧(控 2) [この初夏の発表予定論文 3 題の題名付き] 〈前原委員〉 

  1-6-2. 被災事例と海震および証言に基づく強力な鉛直地震動について  

(土木学会関西支部 H28 年次講演原稿) 〈前原委員〉 

・参考資料：ワークショップのチラシの例(2 件・事前配布) 〈園田代表〉 

 

・議  事：  

（１） 経過報告； 

・園田代表から開会挨拶を戴き、資料 1-1 により本日の会合の経緯と目的を説明戴いた。 

・本共同研究会の開催番号の表示は平成 28 年度第○回とする。 

 

（２）平成 27 年度の活動報告書（案）；〈担当石丸委員〉 

・石丸委員が資料 1-2 の構成内容の説明をし，1 頁目の本文の締め括り部に昨年度にした事と今年度す

る事を分かり易く書き加えて，完成させ提出したい旨を説明し，その方針の了承を得た。 

  ・一部修正の指摘 3 点：‘(1 頁下 7 行目右 1/4 部分)と委員→と，委員’，‘(1 頁下 2 行目右 1/4 部分)

と土木→と発表した土木’，‘第 4 回議事録の配付資料 4-4 1)以降の行の配置乱れ’。 

 

（３）6 月 11 日(土)のワークショップの内容検討；（前半） 

  ・場所は立命館大学草津校フォレストハウス 1 階 F111 教室(定員 84 名)に決定済み。 

・時間は 14 時から 16 時で，学会支部事務局の了解を得た(電話連絡)。 

・園田代表がパワーポイント(PT)でのチラシの例(2 件)と，資料 1-3-1 を説明して，前原委員が資料 1-3-2

を説明した。そしてワークショップのプログラム案に関しては次の議題(４)を先に説明戴くことにした。 

 

（４）話題提供； 

(1) 兵庫県南部地震における余震の震源直上における地盤震動特性について(仮題) 

・櫻井委員から神戸大学都市安全研究センター近くの構内のトンネル内で，余震活動時に高周波用の

振動計で観測された事例をパワーポイント(PT)で紹介戴いた。直下の余震では発生初期に高周波の波形

を観測したが，40km 離れた余震では初期の高周波の波形は観測されなかった。 

(2) 既往の免震構造・装置について(その１) 

・西本委員が PT でゲルブ社の建物の振動制御システムの一例として資料 1-4 の要点を説明した。 

・櫻井委員から鉛直震動は対象になってないようなので，特許取得の余地があると指摘された。 

(3) 既往の免震構造・装置について(その２) 

・西本委員が PT で資料 1-5-1,-2 のほか，清水建設の既往の制振装置の研究例等を紹介した。 

 

 ※6 月 11 日(土)のワークショップの内容検討；（後半） 

  ・チラシの表題は資料 1-3-1 の様に一般の人の関心を引き易い表現のフレーズにする。 

・ワークショップのワークショップ案は，始めの開会の挨拶と，終わりの平成 28 年度の活動計画の間

に，1.石丸委員担当の平成 27 年度の研究成果の概要の中に跳び石現象の話題も入れ，その後に昨年の

地震学会で発表した 3 題(2.前原委員、3.櫻井委員、4.園田代表担当)を入れ、そして 5.西本委員担当の
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ゴムの緩衝材の話題の５題を入れることにし，時間配分は１題 20 分以内とする。 

・チラシには構成員の表(名前と所属)と問合わせ先(前原委員の名前と連絡先)も記入する。 

・チラシの案は石丸委員で纏めて戴く事にし，各担当者が題名を石丸委員に連絡する。 

・今月末までにチラシの成案を土木学会関西支部の事務局に提出する。 

  （＊会合後の 16 日未明に熊本地震の本震が起こり，鉛直地震動による被害も見られるので，チラ

シや担当の題名の工夫や副題を付けるなど，この地震の話題も可能な範囲で取り入れる。） 

 

（５）新年度の活動計画と作業方法について； 

・次の会合は，6 月 11 日(土)に立命館･草津校でのワークショップの開催前に集まることにし，詳細は

後日メールで連絡をする。 

 

（６）その他；   

・議事前に交通費の事務処理作業を行った（酒造委員，石丸委員，西本委員，中岡委員は学校及び会

社で交通費を負担戴く）。 

・佐藤委員には前原委員から今回の案内は送っている。後日議事録と共に本日の資料も送信する。 

以上 



55 

都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成28年度第2回議事録 
 
・日時：2016年9月13日(火) 13:00～15:00  

・場所：大阪市立大学文化交流ｾﾝﾀｰ（駅前第2ﾋﾞﾙ６階）小セミナー室 

・出席者：（構成員5名）石丸和宏、櫻井春輔、酒造敏広、西本安志、前原博、 

[欠席者] 園田恵一郎、野中泰二郎、中岡健一、佐藤裕一、 

・講師：野口二郎(川金ｺｱﾃｯｸ)  

・オブザーバー：(4名) 三浦輝之(大産大･院)、森田征樹(川金ｺｱﾃｯｸ)、 

三谷尚也(川金ｺｱﾃｯｸ)、炭村透(川金ｺｱﾃｯｸ)、【参加者合計：10名】 

＊配布資料：〈資料提供者〉 

3-1．ゴムの免震支承に関する講演資料（講習会の内容、平成28年9月13日(火)） 〈野口講師〉  

3-2-1．阪神･淡路大震災における石油タンクの座屈強度に関する調査研究報告書[抜粋]  

消防研究所技術資料第31号、平成8年3月． 〈前原委員〉  

-2．２０年のうごき、神戸市危険物安全協会 設立20周面記念誌[抜粋] ,平成10年6月.〈 同 〉  

3-3-1．2003年5月26日宮城県沖の地震 被害調査報告書、防災科研、[速報版抜粋] 〈 同 〉  

-2．高架橋の柱の典型的な地震時衝撃破壊事例,第47回地盤工学研究発表会,2012.7. 〈 同 〉  

＊議事： 

（１）ゴムの免震支承に関する講演、講師：野口氏、 

・資料3-1の内容をPPT.により講演戴いた。主な内容はゴム支承の種類、積層ゴム支承の構造･機

能、同支承の設計、橋梁の耐震対策･耐震支持システム、負反力対策等について概要を説明戴いた。 

・耐震対策の三種類の用語について、「耐震」は補強を、「免震」は長周期化を、「制震」はエ

ネルギー吸収を基本的な目的として使い分けている。しかし実際の橋梁に対しては二つの機能が

複合して、免震･制震装置として使われる事が多い。 

・積層ゴムの水平ばね剛度について、高減衰のものと普通のものとの違いは、地震荷重に対する

立ち上がり勾配(剛度)と降伏点の値が前者の方が大きく、最終歪み量はほぼ似ている。 

・ダンパーは緩衝材(エネルギー吸収)として使われ、免震支承とはゴムの剛度の与え方が異なって

いる。 

（２-①,②）①ダイヤモンド座沓の資料、②東北新幹線の橋脚被害資料、(説明、前原委員)  

・①は資料3-2-1と同-2の一体綴じの資料で、②は資料3-3-1と同-2の一体綴じの資料で、時間が押

しているのでそれぞれ二つの資料を抜粋して綴じている事のみを説明した。 

（２-③）③地震学会の話題、(櫻井委員)  

・最近の地震学会の話題について、簡単に説明戴いた。 

（３）その他、 

・来年度の活動案として、調査研究委員会活動の申請をする課題がある。共同研究グループの活

動を継続する意味で、委員会活動の申請を検討する。メンバー構成、委員長候補者、研究テーマ

等について意見交換をした。早急に主な委員の方達で申請案を整理する。 

以上 
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都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 28 年度第 3 回議事録 
 

・日    時：2016 年 12 月 8 日(木)  13:00～17:15 

・場    所：シバタ工業 本社 会議室  

・出 席 者：（構成員 8 名）石丸和宏、西本安志、櫻井春輔、園田恵一郎、野中泰二郎、 

             酒造敏広、中岡健一、前原 博、  [欠席者]  佐藤裕一、 

 ・オブザーバー ：(2 名) 三浦輝之(大産大･院)、岡村哲也(ﾋﾞｰﾋﾞｰｴﾑ)、 

                                                 【参加者合計：10 名】 

 

＊配布資料：                                             〈資料提供者〉 

 3-1． 平成 28 年度第 3 回都市直下地震における耐震問題に関する研究のご案内  (兼議事次第)  〈石丸委員〉 

 3-2-1．前回提出資料の要点補足説明 (1)ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ座屈（含-(2)東北新幹線の橋脚被害） 〈前原委員〉 

-2 ． 日本地震学会  南海ﾄﾗﾌ沿いの巨大地震の発生予測にかかる共同勉強会 - ﾐﾆｼﾝﾎﾟｼﾞｭｰﾑの開催予定について 

〈   同   〉 

  3-3-1．衝撃試験機の概要                          〈三浦輝之氏〉 

    -2．資料 2 第 3 章 杭の衝撃支持力実験                   〈  同   〉 

     -3．資料 3 1.はじめに（ﾓﾙﾀﾙ供試体―衝撃圧縮・衝撃引張・衝撃割裂実験）    〈  同   〉 

     -4．資料 4 玉野富雄 他：ﾓﾙﾀﾙ・花崗岩におけるｸﾗｯｸ伝ぱ速度に関する衝撃実験 〈  同   〉 

  3-4-1．ANALYSIS OF SEA SHOCK ENCOUNTERED BY A SHIP IN NORTH EAST JAPAN  〈石丸委員〉 

     -2．吉村 浩 他：福岡西方沖地震による海震について              〈  同   〉 

     -3．浅田 昭：海震との遭遇・地震音響を求めて                 〈  同   〉 

   番外．海震の周波数特性について (別途配信資料・ppt 原稿 )                 〈園田代表〉 

・ シバタ工業 会社案内ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ                                            〈西本委

員〉 
 

＊工場見学：（13:10~14:15、旅費等の清算事務後に見学、会社案内のﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ参照、参加者 9 名） 

 ・ゴム工場での制作工程の概要（原料練・材料整形―調合練―ｼｰﾄ加工―型貫―張合せ・製品形成―

加圧架硫接着―脱型）と試験室での品質管理（引張試験）を西本委員の案内で見学。 

 ・変位計測(標点ｼｰﾙをﾚｰｻﾞｰで追跡)で標準試験片(ﾀﾞﾝﾍﾞﾙ型供試体)は 450％伸長。 

 

＊議  事：（14:15~17:15、岡村氏は会議から参加） 

（１）ゴムの基礎の解説と衝撃実験の提案（説明：西本委員） 

 ・ゴムの基礎的な知識と用途について、社内研修用の ppt を用い説明頂いた。 

 ・繊維補強積層ゴムの荷重-変位曲線について、塑性域からの徐荷時の経路は鉛直状に横軸迄下がり、

その後はゴムの特性により原点（元の形状）に戻っていく。 

・会社ごとの製品により履歴曲線は多少変化するかもしれない。衝撃実験の具体案については石丸

委員と西本委員で検討頂くことにした。 

（２）①ダイヤモンド座沓の資料・②東北新幹線の橋脚被害資料の説明、地震学会秋季大会の参加報

告、海震の年表の作成報告 (説明：前原委員) 

・資料 3-2-1 を投影して説明。①ダイヤモンド座沓に関しては座屈応力度に達するための必要水平震

度が算定(主に0.5~0.6)してある。着目タンクがある深江浜は必要震度 0.57に達しないと推定する。 

・②東北新幹線の橋脚被害に関して、宮城県沖地震(M7.0、2003.5)での被害位置図が注目され、震源

断層からはるか遠方の場所で生じたこと、また被害が生じた多数の柱は立体ﾗｰﾒﾝ橋の端部で起き

ている。同じ現象は東日本太平洋沖地震(中曽根高架橋)でも中越地震(和南津高架橋)でも見られる。 

・地震学会秋季大会の参加報告では、地震短期予知に関する投稿予稿が関心を誘い、秋季大会中日

の昼に 9/30 地震予知ｼﾝﾎﾟｼﾞｭｰﾑの報告会があり、翌日の発表でも短期予知の話題は 1 題しかなく関

心を引いた。そして来年に災害情報学会との共同勉強会が企画された事を資料 3-2-2 で報告した。 

・海震の年表の作成報告は時間が押してきているので省略。 

（３）Geophone で観測された海震の周波数特性について（説明：園田代表) 

 ・ppt により下記の説明を頂いた。資料は別途事前に配信してあり、それを参照ください。 

 ・F.S.Birch 氏の論文：AN EARTHQUAKE RECORDED AT SEA にある Geophone をｲﾝﾀｰﾈｯﾄで調べる
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と、反射法地震探査で地下の地質調査に使うヴｲの形の計測器だった。それを 1m 間隔で 20m 程つ

ないだ組をいくつか、水深-5m で曳航し観測に使うものが R/V CHAIN と呼ばれる。 

 ・1964 年 10 月 23 日に大西洋で中央海嶺を地震探査法で調査中、地震(M6.4、深さ 25km)に会って、

船は激しく揺さぶられ停止した。そのため計器の深さが変わり、地震の正確な応答値の算定はで

きなかった。しかし記録された波を再生でき、波形図や相対音圧比の周波数分析結果が得られ、

波の伝播の計算と考察がしてある。相対音圧比の最大値は 80Hz 付近で生じ値が約 2.7 になってい

る。 

・その論文の地層モデル図を単純化して水深 4.8km と半無限地層の 2 層モデルを作り、1 次元の波動

方程式を適用して、入射圧力に対する相対圧力比等を算定した。海底での圧力比の最大値は 2.0

で、深さ別の圧力比の分布を調べると、1/3 深さでの第 2 共振点でも 2.0 になる。 

・第 1 共振点に着目し水深を-5m にすると、共振周波数は 12.5Hz が得られた。水深-5m での圧力比

の周波数変化を調べると、75Hz 付近で最大値 0.55 程度になる分布の変動図が得られた。 

・その 2 層モデルを明石海峡付近に応用して計算した結果は、水深-5m での圧力比の変化は、

6,19,31,44,56Hz に漸増ピーク値を持つ変動分布図(最大値約 1.7、56Hz)が得られた。19Hz にピーク

が表れることに注目している。 

＊海震に関連して、資料 3-4-1~3-4-3 を石丸委員から簡単に紹介頂いた。 

・資料 3-4-3 の駿河湾での観測波形-図 2(伊豆大島近海地震 M7.5、1978.1.14)の周波数分析図に 13Hz

と 17Hz 付近にピークがある点が、上記の結果と似ており、大いに興味が持たれる。 

・資料 3-4-1 の観測記録の分析が注目されたが、5Hz 以上はカットしてあり、落胆させられた。 

［追記； 資料3-4-1のFig.7の z方向加速度とFig.12の針路方向ﾖｰｲﾝｸﾞの図は同じ波形図とみられる。

現象の特徴から推定すれば後者の図に疑問が持たれる。Fig.8 と Fig.10 の図の類似性も疑問。なお、

著者の笹先生(神戸大学海事科学研究科)との接触は石丸先生にお願いする。］ 

（４）大阪産業大学の衝撃試験機の概要説明（説明：三浦氏） 

 ・資料 3-3-1~3-3-4 により大阪産業大学にある衝撃試験機の種類と使用例を説明頂いた。 

・試験機の機構は重錘落下型で最大荷重が、W40Kg×H2.0m と W100Kg×H2.8ｍの 2 種類(玉野先生

作成)があり、超高速ビデオカメラ(撮影 100 万ｺﾏ/秒)を備え、現象の可視化を図っている。 

（５）その他（次回の日程調整） 

 ・来年度に行うﾜｰｸｼｮｯﾌﾟでは 2 年分の活動成果を纏めて報告することになる。どのように纏めるか

を次回に相談したい。次回の候補日として 2.14~2.24 の間で、交流センターの会議室(大阪駅前第 2

ビル)の都合を確認し調整する。 

以上 
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都市直下地震における耐震問題に関する研究 

平成 28 年度第 4 回議事録 
 

 

・日    時：2017 年 2 月 22 日(水)  13:00～17:00 

・場    所：大坂市立大学文化交流センター 小セミナー室（大阪駅前第 2 ビル 6 階）、  

・出 席 者：（構成員 8 名）石丸和宏、園田恵一郎、櫻井春輔、野中泰二郎、酒造敏広、 

             西本安志、中岡健一、前原 博、  [欠席者]  佐藤裕一、 

 ・オブザーバー ：(2 名) 三浦輝之(大産大･院)、岡村哲也(ﾋﾞｰﾋﾞｰｴﾑ)、 

                                                 【参加者合計：10 名】 

 

＊配布資料：                                             〈資料提供者〉 

 4-1． 平成 28 年度第 4 回都市直下地震における耐震問題に関する研究のご案内 (兼議事次第)  〈石

丸委員〉 

 4-2．  共同研究グループ「都市直下地震における耐震問題に関する研究」の成果報告(案)〈   同   〉 

  4-3．  土木学会関西支部共同研究グループ ワークショップのご案内       〈  同   〉 

 4-4．  直下地震での高架橋単柱式 RC 橋脚への突き上げ力と免震・緩衝支承の検討 〈園田代表〉 

  4-5．  1)緩衝ゴム支承の鉛直変形（ひずみ）速度について              〈石丸委員〉 

  4-6-1．H29.2.22 平成 28 年度第 4 回 都市直下地震・共同研究Ｇ 4-3)資料(講演報告)〈前原委員〉 

     -2．海震の年表と現在の問題点 [H29.1.16 修正]                 〈  同   〉 

  4-7． 横転自動車の事例 鈴木康弘教授(名古屋大学)の資料より          〈  同   〉 

                                           

Ⅰ．議 事： 

 ＊先に資料の配布確認(番号付)を行い、旅費の清算事務は議事の後にした。 

（１）関西支部概要掲載の原稿について（説明：石丸委員） 

 ・資料 4-2 で、頁構成上の余白の幅と表１(ﾒﾝﾊﾞｰ表)の大きさを調整し、表現も各担当者に提出前に

再確認戴く。提出は 27 日にしたい。 

（２）ワークショップについて (説明：石丸委員) 

・ワークショップは 5 月 27 日(土)に関西支部年次学術講演会会場(大工大,大宮ｷｬﾝﾊﾟｽ)で行います。 

・チラシの表題は共同研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動の継続性から昨年と同じものにする。 

・各報告の題名について、報告(2)は地震学会・平成 28 年度秋季大会の発表報告とし、副題を地震予知

の効果的な普及に向けてとする。報告(3)の題名は資料 4-4 と同じ題名にして、次に書かれている衝撃

緩衝材の提案の報告後に順序を入れ替える。（報告(4),(5)は→(3),(4)に番号修正） 

＊ 資料 4-4 の多層地盤上の単柱式 RC 橋脚の突き上げ力の検討 （説明：園田代表） 

・基盤から単位速度波を入射させた時に、周期が 0.04，0.05 秒あたりに地盤反力の応答値にピークが

生じ、自重 500tf に対し(動的)反力は 8 倍以上になり、自重が増すとそれに伴い大きくなる。 

・柱ではこの周期が柱の固有周期に近く、平均底面圧力(0.57MPa)が柱とフーチングの底面積比(25 倍)

を超える 25MPa(圧縮、引張 21MPa)になる(共振現象と推測)。       「（隣接緩衝効果?） 

・支承部に弾塑性の鉛直免震支承モデルを考え検討すると、変形制御に工夫がいるが柱の応力は大幅

に低減する結果が得られた。支承材料の性能と鉛直波の実態等に関する正確な情報が望まれる。 

・この資料には補足として、A；RC 杭本体のみが地中にある場合、B；ピルツ橋脚、門型鋼製脚(神 P55)、

2 径間落橋部(S40，S41)に関する検討や考察が述べてある。 

・周期が 0.04，0.05 秒(周波数 20~25Hz)に関する話は後の話題Ⅱ-2 にも関連して注目される。 

（３）調査研究委員会について（説明：園田新委員長、補足：前原新幹事) 

 ・申請していた「都市直下地震での鉛直方向の免震構造に関する調査研究委員会」の活動が、2 月 8

日付で正式に承認されました。期間は２年間で、運営費は年間 50 万円の支給です。 

 ・事務手続きに関する資料は前原新幹事の元に届いています。各委員への委嘱状は関西支部長から 4

月 1 日以降に出されます。委員の委嘱依頼が事前に必要な事もあるので、園田委員長名での依頼状の

件と、新委員会の名簿は 3 月半ば迄に提出なので、記載内容を再確認頂く件は追って準備します。 

  

Ⅱ．話 題 

（１）鉛直免震支承開発のための繊維補強ゴムの衝突実験（説明：石丸委員，西本委員） 

・資料 4-5 から弾塑性支承のモデル計算での圧縮変形速度の最大値は 1.8m/s とした(0.18m/s が正)。 

・実験は積層ゴムを対象にした静的と動的の実験とし、動的には鋼球の落錘方式で落下速度 3m/s を目

途にして、計測はひずみゲージと変位計とする案が提案された（落錘の最大重量 200kgf）。 

・実験は材料の性能を確かめる事を主目的とする。しかし、実際のモデルを想定することが必要なの
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で、実物の免震ゴム支承の反力・サイズを参考に、試験体の大きさ等を検討する。 

（２）兵庫県南部地震の余震の地震波形記録―衝撃的上下動の存在― （ppt にて説明：櫻井委員） 

・神戸大学都市安全研究センターの地下 10m のトンネル内と地上 1 階とで、兵庫県南部地震の余震を

2 月 3 日から 2 年間、感震器(サーボ型加速度計：DC-100Hz)で測られた結果を、前回(4 月 14 日)の報告

後見直すと、直近の震源の波形記録に他より大きい衝撃的上下動が記録されていた。 

・加速度応答スペクトルから最低で 20Hz の記録(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ周波数の関係) があり、それを越す周波数の

存在が予測される。因みに、余震時に発破のような音が聞こえていた(可聴音は 20Hz 以上)。 

・震源が 10km 以内の場合は、水平動より大きい衝撃的な上下動の記録が得られている。 

・デジタルデータは共同研究者の斎藤悦郎氏(元フジタ技研)のもとに保管されているかも知れない。 

（３）NPO 小グループでの講演報告と彦根城内の地震の間（説明：前原委員） 

 ・資料 4-6-1 で、NPO 法人関西木造文化研究会(略称；KARTH)で行った講演「見落とされてきた破

壊的鉛直地震動の現象について」の要点(代表的破壊事例、海震の年表、地震予知)と、別の講演者渡辺

一正氏(NPO 市民文化財ネットワーク鳥取、理事長)の地震の間の図面を基にして編集した資料(彦根城

楽々園・御茶座敷)を紹介した。 

・この講演には川瀬博教授(京大防災研、建築学)・松島信一教授(同)も来られていた。 

・資料 4-6-2 は小林英一先生の意見により、現在の問題点の表現を的確で優しい表現に直した。 

・資料 4-7 で、地震時の横転自動車の事例を紹介すると、乗用車では車体バネの影響で、ツボにはまる

と異常な事も起こりうるとの指摘があった。 

（４）海震の文献について (説明：石丸委員) 

・東日本太平洋沖地震での海震の文献に関し、著者の笹先生(神戸大学海事科学研究科)と連絡が取れ、

面談の承諾を得られた。石丸委員と園田代表の二人で面会して頂くことになった。 

（５）その他（新規の委員会関連、都市安全研究センター関連、次回の日程調整等） 

・新規の調査研究委員会の委員就任の件で、佐藤先生には同じ講座の金子教授への現況説明の件も合

わせて問い合わせ中ですが、返事をまだ貰えていません。 

・都市安全研究センターの関係者への現況説明の件は、議事録を作成した後に対応を考えます。 

 なお、向井洋一准教授(建築学)には 3 月 1 日午後に面会の予定です。 

・次回(WS 打合せ、新委員会)の候補日として、4 月下旬を念頭に、場所の都合も確認し調整する。 

以上 


